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第１章    計画の基本事項 
 
 
 

１ 計画策定の趣旨 

（１）近年の社会情勢  

少子高齢化・人口減少社会の進行、産業構造の変化、ライフスタイルの多様化と核

家族化の進行により、家庭や地域での相互扶助機能が低下しています。さらに、80代

の親が同居するひきこもりがちの50代の子を支えるという問題（8050問題）、介護

と育児とに同時に直面する状況（ダブルケア）、本来大人が担うと想定される家事や家

族の世話等を日常的に行っている未成年者（ヤングケアラー）、世帯全体が孤立してい

る状態など、人々の暮らしの中での課題は複雑化・複合化してきており、これまでの

高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉などによる分野別の対応では解決することが困

難になっています。さらに、私たちの生活を脅かす地震や台風などの自然災害、感染

症などの様々な脅威や不安が高まっています。 

また、2015年9月には、「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社

会」の実現のため、「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）」

が国連サミットにおいて全会一致で採択され、我が国においてもSDGsの実現に向け

て、官民ともに取り組んでいます。 

こうした状況下において、地域福祉の充実と推進は、今まで以上に重要になってき

ており、複雑化・複合化した福祉課題に対し、地域づくりの基盤を整え、人と地域に

共感と協力の輪を広げていくことが求められています。 
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（２）地域福祉の目的  

地方自治法第１条の２では「地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本

として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。」

と明示されています。 

そして、「住民の福祉」とは“住民のふだんの  くらしの  しあわせ”を考えること

といわれ、福祉という言葉は“しあわせ”の意味の「福」と、“さいわい”の意味の「祉」

が結び付いたともいわれます。 

この地方公共団体の使命を念頭に、北本市（以下「市」と表記）は「北本市地域福

祉計画」を平成24年度に、北本市社会福祉協議会（以下「社協」と表記）は「北本市

地域福祉活動計画」を平成25年度に策定しました。さらに、市及び社協は、市民・地

域・行政による一層の連携を図るため、「第二次北本市地域福祉計画・地域福祉活動計

画」（以下「現計画」と表記）を一体的に策定し、“誰もが人を支え、誰もが人に支え

られながら、自分らしく安心して幸せに暮らすことのできる地域づくり”を目指して

きました。このたび、平成30年３月に策定した現計画が令和４年度に終了することか

ら、「第三次北本市地域福祉計画・地域福祉活動計画」を策定しました。 
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２ 計画の位置付け 

（１）法律の位置付け  

本計画のうち、地域福祉計画は、社会福祉法第107条の規定に基づく「市町村地域

福祉計画」として位置付けます。 

地域福祉活動計画は、社会福祉法第109条に基づき、社協の事業を計画的に推進す

るため策定するものです。  

また、本計画は成年後見制度の利用促進に関する法律第14条第１項の規定に基づく

「成年後見制度利用促進基本計画」と、社会福祉法第106条の５に基づく「重層的支

援体制整備事業実施計画」を包含するものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜参考＞ 

（社会福祉法） 

第四条  地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、
共生する地域社会の実現を目指して行われなければならない。 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う
者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住
民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる
分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならな
い。 

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住民及
びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となること
の予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医
療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社
会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる
分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の課題（以下「地域生活課題」とい
う。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機
関」という。）との連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。 

 
第百六条の五  市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するときは、第百六条の三第二

項の指針に則して、重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に実施するため、重層的
支援体制整備事業の提供体制に関する事項その他厚生労働省令で定める事項を定める計
画（以下この条において「重層的支援体制整備事業実施計画」という。）を策定するよう
努めるものとする。 

２ 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更するときは、
地域住民、支援関係機関その他の関係者の意見を適切に反映するよう努めるものとす
る。 

３ 重層的支援体制整備事業実施計画は、第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計
画、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画、障害者の日常生
活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十八条第一項に規定する市町村障害
福祉計画、子ども・子育て支援法第六十一条第一項に規定する市町村子ども・子育て支
援事業計画その他の法律の規定による計画であつて地域福祉の推進に関する事項を定め
るものと調和が保たれたものでなければならない。 

４ 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更したときは、
遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

５ 前各項に定めるもののほか、重層的支援体制整備事業実施計画の策定及び変更に関し
必要な事項は、厚生労働省令で定める。 
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＜参考＞ 

（社会福祉法） 

第百七条  市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める
計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 
一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通し

て取り組むべき事項 
二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

 
第百九条  市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二以上の市町村の区域内にお

いて次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であつ
て、その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活
動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあつてはその区域内における地区社会福祉協議会
の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が、指定都市以外の市
及び町村にあつてはその区域内における社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過
半数が参加するものとする。 
一 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 
二 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 
三 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 
四 前三号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必

要な事業 
 

（成年後見制度の利用の促進に関する法律 第 14 条） 

第十四条  市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域におけ
る成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めると
ともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努める
ものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事
項を調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の
合議制の機関を置くよう努めるものとする。 
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（２）市政における位置付け  

本計画は、市政の最上位計画「第五次北本市総合振興計画」の将来都市像「緑にか

こまれた健康な文化都市～市民一人ひとりが輝くまち北本～」の実現に向けて、福祉

の各分野の上位計画として、保健・医療・福祉分野全体を推進する指針となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（地域福祉計画と地域福祉活動計画を一体とする意義） 

地域福祉計画は、市全体で地域福祉を効果的に推進する方策を示す計画です。 

地域福祉活動計画は、社協として、地域福祉計画に基づき、市民、自治組織、民生

委員・児童委員、福祉サービス事業者、ボランティア団体など、個人と多様な組織・

団体が協働して地域福祉を主体的に実践することを定めた計画です。 

両計画を一体化することにより、市が直面する生活課題や福祉ニーズを共有した上

で、市及び社協の取組を明確にし、協働性と実効性を高めながら、地域福祉を推進す

ることを目指します。 

 

計画名 地域福祉計画 地域福祉活動計画 

推進組織 北本市 北本市社会福祉協議会 

計画の性格 行政計画 民間計画 

一体化の意義 「生活課題や福祉ニーズの共有」「推進の方向性と実践の連動」 

  

第五次北本市総合振興計画 
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（３）地域福祉に関連する市の主な計画・条例  

① 北本市自治基本条例 

市のまちづくりにおける最高規範と位置付けられた「北本市自治基本条例」は、ま

ちづくりを進める上での基本ルールとして定められました。 

条例では、まちづくりの主役が「市民」であることを明らかにし、まちづくりの基

本原則を「情報の共有」「市民のまちづくりへの参加と市政への参画」「市民と市との

協働」として定め、『誰もが安心して生活できる個性豊かな自立したまち』を市民、議

会、行政の三者が協力しあって築いていくこととしています。 

また、この条例に基づき、「北本市市民参画推進条例」「北本市協働推進条例」（とも

に平成25年4月1日施行）を整備しています。 

【北本市自治基本条例（抜粋）】 

施行日 平成 22 年４月１日 

目的（第１条） 

この条例は、北本市におけるまちづくりの基本原則を明らかに
するとともに、まちづくりの主役である市民の権利及び責務、議
会及び市長等の責務並びにまちづくりに関する基本的な事項を定
めることにより、まちづくりにおける市民の参加並びに市民及び
市の協働の推進を図り、もって誰もが安心して生活できる個性豊
かな自立したまちを実現することを目的とする。 

まちづくりの基本原則 
（第４条） 

市民及び市は、それぞれが持つまちづくりに関する情報を共有
するものとする。  
２  市民は、まちづくりの主役であることを認識し、積極的にま

ちづくりに参加するものとする。  
３  市長等は、市民の意思を市政に反映させるため、市民の参画

の機会を保障するものとする。  
４  市民及び市は、それぞれの責務を認識し、協働してまちづく

りを進めるものとする。 
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② 北本市子どもの権利に関する条例 

本市では平成23年に「めざせ日本一、子育て応援都市」を宣言し、子育て支援の充

実に努めてきました。しかし、日本では、児童虐待、いじめ、不登校等の件数が増加

傾向にあるなど、子どもを取り巻く環境は依然として厳しく、今後さらに子どもの権

利を守る必要があります。 

こうしたことから、子どもの権利の内容を明らかにするとともに子どもの権利を保

障する「北本市子どもの権利に関する条例」を制定しました。 

条例では、子どもたち自身はもちろん、広く市民に子どもの権利について知っても

らうとともに、権利が侵害された場合にすぐに相談ができ、救済する体制を構築し、

すべての子どもが幸せな生活を送ることができる社会が実現されることを目的として

います。 

【北本市子どもの権利に関する条例（抜粋）】 

施行日 令和４年 10 月１日 

目的（第１条） 

この条例は、子どもの権利の内容を明らかにするとともに、子
どもの権利を守るための仕組みを定めることで子どもの権利を保
障し、もってすべての子どもが幸せな生活を送ることができる社
会を実現することを目的とする。 

基本理念（第３条） 

子どもの権利は、次に掲げる事項を基本理念として、保障され
なければならない。  
⑴  子ども又は家族の生まれ育った環境、状況、人種、国籍、障

害の有無等にかかわらず、差別されないこと。  
⑵  子どもの最善の利益が優先して考慮されること。  
⑶  子どもの生きる権利が認められ、成長及び発達が可能な最大

限の範囲において確保されること。  
⑷  自らに影響を及ぼす全ての事項について意見を表明すること

ができること及びその意見がその子どもの年齢及び発達の程
度に応じて、十分に尊重されること。  

⑸  自らが権利の主体であり、その権利を自ら行使することがで
きること及びその権利の行使に当たって必要な支援を受けら
れること。 

子どもにとって大切な
権利（第２章） 

大切な子どもの権利の保障等（第７条） 
安心して生きる権利（第８条） 
自分らしく育つ権利（第９条） 
守られる権利（第 10 条） 
参加する権利（第 11 条） 

生活の場における子ど
もの権利の保障 

（第３章） 

家庭における権利の保障（第 12 条） 
子ども関係施設における権利の保障（第 13 条） 
 
地域における権利の保障 

第１４条  市民及び事業者は、地域の中で子どもを見守り、子ど
もが安心して自分らしく過ごすことができるよう努めるものと
する。 

２  市民及び事業者は、子どもが、地域の行事、運営等に参加す
る機会及び意見を表明する機会の確保に努めるものとする。  

３  市民及び事業者は、子どもに対して、虐待及び体罰等をして
はならない。  

４  事業者は、その従業員が安心してその子どもを養育すること
ができるよう、十分に配慮し、及び支援するよう努めるものと
する。  

５  市は、市民及び事業者が子どもの権利を保障するために必要
な活動に対して、必要な支援に努めなければならない。 
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③ 第五次北本市総合振興計画 

第五次北本市総合振興計画の概要と地域福祉に関連する主な政策は次の通りです。

本計画は「2-1  地域福祉の推進」を実行するための計画です。 

【第五次北本市総合振興計画（抜粋）】 

計画期間 平成 28～令和７年度までの 10 年間 

基本理念 市民との協働による持続可能なまちづくり 

将来都市像 
緑にかこまれた健康な文化都市 
～市民一人ひとりが輝くまち  北本～ 

地域福

祉
に
関
連
す
る
主
な
政
策 

政策２ 
健康でいきいき
と暮らせるまち 

2-1  地域福祉の推進 
 

誰もが住み慣れた家庭や地域の中でその人らしい安心した生
活を送るため、福祉に関わる人材や組織の育成、地域での声掛け
や見守り活動等による助け合いの仕組みづくりを進めるととも
に、日常生活で困っていることを相談できる体制を整えます。ま
た、結婚を希望する人への支援を行います。 

政策３ 
みんなが参加し
育てるまち 

3-1  市民参画と協働の充実  
 

地域の現状を把握し、地域が求めるニーズに適切に対応してい
くため、市民との協働のまちづくりを進めます。また、市民参画
を推進するため、市民関係団体等との連携を図り、若者から高齢
者まで誰もが参画しやすい環境づくりに努めます。 

3-2  暮らしを支える地域活動の支援  
 

地域で安心して生活を送るため、地域活動団体の重要性を高
め、自治会やコミュニティ活動の維持および自立性の確保を支援
するとともに、市民への地域活動参加の啓発に努めます。また、
地域活動の拠点である集会施設の整備や修繕等を支援します。 
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④ 第６期埼玉県地域福祉支援計画 

第６期埼玉県地域福祉支援計画（令和２年度策定）の概要は次の通りです。  

県計画と必要に応じて連動しながら、本計画を推進します。 

【第６期埼玉県地域福祉支援計画（抜粋）】 

計画期間 令和３～令和５年度までの３年間 

基本理念 互いに支え合い、「誰一人取り残さない」地域を目指す埼玉づくり 

施 
 

策 

基盤づくり 
～重層的な支援
体制の構築に向
けた基盤づくり
～ 

１  市町村における包括的な相談支援体制の構築の支援 
２  社会とのつながりの回復や社会参加に向けた支援  
３  権利擁護体制の充実 
４  成年後見制度の利用促進 

地域づくり 
～地域住民によ
る支え合い・見
守りの地域づく
り～ 

１  地域福祉の場・拠点づくりの促進 
２  地域住民同士の助け合い・地域の見守り体制の拡充 
３  災害時に備えた支援の取組の充実 
４  地域の子育て力の充実 
５  子供の貧困に対する取組の強化 
６  認知症になっても安心して暮らせる地域づくり 

担い手づくり 
～専門職から住
民一人ひとりま
で地域福祉を支
える担い手づく
り～ 

１  介護、保育等サービス人材の確保等 
２  住民が地域福祉の課題を学び、考える機会（福祉教育・学習）

の充実 
３  地域福祉を担う住民の育成の拡充 
４  ＮＰＯ・ボランティア団体、自治会等の地域活動への支援 
５  社会福祉法人、企業、大学等の社会貢献活動との連携強化 

環境づくり 
～制度やサービ
スへつなぐ環境
づくり～ 

１  ケアラーへの支援の推進 
２  生活困窮者対策の推進 
３  孤立や配慮が必要な人への支援 
４  苦情解決制度及び事業者の第三者評価、指導の充実 
５  障害者への理解の促進と誰でも等しく地域の中で暮らせる

共生社会づくり 
６  住宅確保要配慮者に必要な住宅を確保するための環境づく

り 

市町村の支援と
計画の推進 

１  市町村地域福祉計画の策定・改定に伴う支援 
２  計画の進捗管理 
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３ 計画期間 

本計画の期間は、令和５年度から令和９年度までの５年間とします。  

次期計画は、本計画の最終年度である令和９年度中に策定する予定です。 

ただし、計画期間中、社会経済情勢や大きな制度改正にも柔軟に対応するため、必

要に応じて、計画を改定する場合があります。 

【主な計画の期間】 

令和 

５年度 
（2023） 

令和 

６年度 
（2024） 

令和 

７年度 
（2025） 

令和 

８年度 
（2026） 

令和 

９年度 
（2027） 

令和 

10 年度 
（2028） 

令和 

11 年度 
（2029） 

令和 

12 年度 
（2030） 

令和 

13 年度 
（2031） 

令和 

14 年度 
（2032） 

第三次北本市地域福祉計画 
第三次北本市地域福祉活動計画 

（次期計画） 

          

第五次北本市総合振興計画 

後期基本計画 
（次期計画） 

健康増進
に関する
計画 

（次期計画） 

子育て支援に関す
る計画 

（次期計画）    

高齢者福
祉に関す
る計画 

（次期計画） 
      

障がい者福祉に関する計画 （次期計画） 

          
第６期埼
玉県地域
福祉支援
計画 

（次期計画） 

      

 
  

＜参考＞ 

（社会福祉法 第 107 条） 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、
地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるもの
とする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価
を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更
するものとする。 
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４ 計画の策定方法 

市民との協働の考え方に基づいて次の取組を行い、計画を策定しました。 

 

（１）計画の策定体制  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

市民及び関係団体の意向調査 

市民アンケート調査 

市民 2,000 人に対する地域福祉

に関する意向調査 

地域ヒアリング 

8 圏域における地域福祉に関する

意向調査 

課題検討 

地域福祉に関する事業 

成果と課題の検討 

計画内容の検討 

庁内関係課で構成する検討組織 関係機関、団体、学識経験者及
び公募市民で構成する検討組織 

計画決定 

計画の推進・実行 

市及び社協において計画決定 
市民への公表 

地域福祉推進委員会 計画策定会議 

パブリック・ 
コメント手続 
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（２）市民及び関係団体意向調査の概要  

市民や福祉関係者などの意見を反映するため、次の取組を行い、計画を策定しまし

た。 

 

① 市民アンケートの実施概要 

対象 満 18 歳以上の市民 2,000 人 

実施時期 令和３年 12 月 16 日～令和４年１月 11 日 

実施方法 

調査票の郵送配付・郵送回収  
○調査票郵送後に再度協力を依頼するハガキを郵送  
○市の広報紙及びホームページで告知と協力のお願いを掲載  
○それぞれの関係団体を通じた協力の呼び掛け 

実施の目的 地域福祉に関する市民の意識、生活課題、活動意向、要望の把握 

調査内容 

１  回答者属性  
２  市民の助け合い・支え合いについて  
３  ご近所付き合いについて  
４  地域でともに助け合う活動（共助）について  
５  地域での暮らしについて  
６  北本市社会福祉協議会について  
７  生活困窮者自立支援制度について 
８ ケアラーについて 
９ 成年後見制度について 
10 自由意見 

回答数 909 人（回答率  45.5％） 

 

② 地域ヒアリングの実施概要 

対象 
８圏域（中丸・中央地域・東地域・東間深井・南部・本町西高尾・西部・公団
地域） 

実施時期 令和４年１月～８月 

実施方法 各圏域の協議体メンバーに調査票を配布し、窓口、FAX、e-mail にて回収 

実施の目的 
高齢者や障がい者、子育ての支援など、地域を取り巻く福祉課題の現状、
本市の地域福祉を推進するための方策や取組の要望の把握 

調査内容 

１  地域の団体・組織が福祉活動を行う上で、困っていること・課題に
ついて 

２  地域における福祉活動団体や他機関との交流状況やつながり、連携・
協力状況について  

３  地域課題に取り組むための地域の担い手を増やす方法について  
４  地域福祉に関する課題について  
５  地域福祉をすすめるために取り組むべきことについて  
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第２章    本市の現状と地域福祉の課題 
 
 
 

１ 本市の現状 

（１） 人口・世帯状況などの動向 

① 人口  

市の総人口は平成 17 年までは 70,000 人を維持していましたが、平成 22 年

以降は減少しており、令和３年には 66,022人となっています。 

年齢３区分別人口でみると、少子・高齢化の傾向が顕著にでており、年少人口（15 

歳未満）は平成 17 年の 9,813 人に対し、令和３年には 6,662 人と15年間で 

3,151 人の減少（年間平均約 210 人の減少）となっています。 

一方、老年人口（65 歳以上）は平成 17 年の 11,461 人に対し、令和３年には 

21,137 人と15年間で 9,676 人の増加（年間平均約 645 人の増加）となってお

り、高齢化率でみると平成17 年の 16.3％に対し令和３年は 15.7 ポイント増加の 

32.0％となっています。 

人口の推移 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
資料 ：平成 17～令和２年は国勢調査（各年 10 月１日現在） 
  令和３年は住民基本台帳（１月１日現在） 
  令和 12、22 年は国立社会保障・人口問題研究所推計 

『日本の地域別将来推計人口』（平成 30（2018）年推計） 

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上） 高齢化率

推計 
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人口の推移 

単位：人 

 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和３年 令和12年 令和22年 

年少人口 
（15 歳未満） 

9,813 8,765 7,690 6,596 6,662 4,980 4,033 
生産年齢人口
（15～64 歳） 

48,850 45,079 40,610 37,375 38,223 32,216 24,757 
老年人口 
（65 歳以上） 

11,461 15,043 19,028 21,230 21,137 21,745 22,453 
資料 ：平成 17～令和２年は国勢調査（各年 10 月１日現在） 
  令和３年は住民基本台帳（１月１日現在） 
  令和 12、22 年は国立社会保障・人口問題研究所推計 

『日本の地域別将来推計人口』（平成 30（2018）年推計） 
 
 

② 世帯  

（ア） 世帯の推移 

令和２年の一般世帯数は27,378世帯となっており、平成17年から増加しています。

一方で、核家族世帯、３世代世帯、６歳未満の子どものいる世帯は減少しています。

ひとり親世帯に関して、平成17年と令和２年時点を比較すると、母子世帯・父子世帯

は増加しており、それぞれ2,304世帯・477世帯となっています。 

 
世帯の推移 

単位：世帯 

 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

平成 27 年
→ 

令和２年
の増減 

一般世帯 

（施設などを含まない） 
24,819 25,847 26,822 27,378 556 

核家族世帯 17,881 18,035 18,088 17,824 -264 
３世代世帯  1,492 1,555 1,271 953 -318 
６歳未満の子どものいる世帯 2,875 2,455 2,023 1,644 -379 
母子世帯 1,811 1,999 2,199 2,304 105 
父子世帯  374 414 479 477 -2 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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（イ） 高齢独居世帯・高齢夫婦世帯の推移  

高齢独居世帯数は増加しており、令和2年では3,586世帯、高齢独居世帯割合が

13.1％となっています。 

高齢夫婦世帯数は増加しており、令和2年では4,662世帯、高齢夫婦世帯割合が

17.0％となっています。 

 
高齢独居世帯の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 

 
高齢夫婦世帯の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 
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③ 子どもの状況  

（ア） 出生数の状況  

出生数は減少傾向にあり、平成30年に343人と最も少なくなっています。令和３年

の出生数は351人となっており、平成30年と比較すると増加しています。 

 

出生数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：市民課（各年度３月 31 日現在） 
 

（イ） 合計特殊出生率の推移  

合計特殊出生率の推移をみると、平成19年以降1.1前後で推移しており、令和２年

で1.26となっています。全国、埼玉県と比べて低くなっています。 

 

合計特殊出生率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：埼玉県保健医療部 保健医療政策課 
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（ウ） 児童生徒数の推移  

小・中学校の児童生徒数は減少傾向にあり、令和３年時点で、小学生が2,662人、

中学生が1,503人となっています。 

 

児童生徒数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：学校教育課（各年５月１日現在） 
 

（エ） 子どもの人口の推移と推計 

子どもの人口は平成27年以降減少しており、令和６年では7,496人と見込まれま

す。就学前児童数（０～５歳）、小学生人口（６～11歳）、中学生人口（12～14歳）、

高校生人口（15～17歳）ともに減少しています。 

 
子どもの人口の推移と推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：第二期北本市子ども・子育て支援事業計画 

  

2,698 2,575 2,517 2,497 2,423 2,384 2,276 2,218 2,112 2,039 

3,334 3,196 3,089 2,963 2,895 2,763 2,688 2,584 2,561 2,511 

1,902 1,897 1,785 1,723 1,637 1,622 1,581 1,536 1,458 1,368 

1,927 1,904 1,907 1,899 1,883 1,776 1,714 1,632 1,617 1,578

9,861 9,572 9,298 9,082 8,838 8,545 8,259 7,970 7,748 7,496

0
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（人）

就学前児童 小学生人口 中学生人口 高校生人口

1,842 1,832 1,832 1,819 1,799 1,696 1,636 1,559 1,538 1,503 

3,590 3,506 3,386 3,287 3,142 3,042 2,921 2,847 2,726 2,662 
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２年
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④ 障がい者の状況  

障がい者数は、身体障がい者は令和２年に減少している一方で、知的障がい者、精

神障がい者は増加傾向にあります。 

障がい種別の推移 

単位：人 
  平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

身体障がい者 
（身体障害者手帳所持者） 

2,020 2,020 2,017 1,968 1,936 

知的障がい者 
（療育手帳所持者） 

428 441 447 455 467 

精神障がい者  
（精神障害者保健福祉手帳
所持者） 

467 489 521 556 594 

資料：障がい福祉課、鴻巣保健所（各年度末日現在） 
令和３年＝庁内資料 
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⑤ 要介護認定者の状況  

令和３年度の要支援・要介護認定者数は3,053人であり、そのうち、介護予防の主

な対象となる比較的軽度な要支援１・２は891人（約29％）、要介護１・２は1,221

人（約40％）となっています。中・重度の要介護３～５は941人（約31％）となっ

ています。 

 

要介護認定者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：平成 30～令和３年度＝介護保険事業状況報告（各年度９月 30 日現在） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

400 434 422 486 

389 399 382 405 

571 626 672 679 

537 547 536 542
356 367 378 364
325

341 364 373233
226 240 204

2,811
2,940 2,994 3,053

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（人）
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⑥ 経済的支援の必要な世帯  

 

生活保護の状況について、全国的に生活保護受給世帯数が減少傾向にある中、市でも

同様の傾向にありましたが、コロナ禍の影響も受け令和２年度は大きく増加に転じてお

り、令和３年度末現在５６８世帯となっています。 

 

生活保護受給世帯の推移 

単位：世帯 
  平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

生活保護受給世帯数 544 523 532 563 568 

資料：平成 29 年～令和３年＝共生福祉課（各年度末日現在） 
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⑦ 地域の福祉資源の状況  

（ア） 民生委員・児童委員の状況  

民生委員・児童委員は身近な相談相手として、また、地域福祉活動のコーディネー

ター役として、活動しています。 

令和３年４月１日現在の委員数は149人（定数149人）です。 

※民生委員・児童委員とは…社会奉仕の精神をもって地域の福祉向上に取り組み、「住民の立

場に立った相談・支援者」として、高齢者や障がい者の安否確認や見守り、子どもたちへの

声かけなどを行うボランティアのこと。 

 

民生委員・児童委員 

単位：人 
  平成 17 年度 平成 22 年度 平成 27 年度 令和２年度 令和３年度 

民生委員・児童委員数 135 139 145 148 149 

資料：平成 17 年～令和３年＝共生福祉課（各年度末日現在） 
 

（イ） ボランティア登録数  

令和３年４月１日現在のボランティアセンターの登録人数は202人となっており、

平成17年から増加しています。また、令和３年のボランティアセンターの登録団体数

は39団体となっており、平成17年からほぼ横ばいで推移しています。 

※ボランティアセンターとは…ボランティア活動や市民活動に関する相談や情報提供、

活動先の紹介をする団体のこと。 

 

ボランティア活動 

単位：人、団体 
 
 

 
 

 
  

  平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 令和３年 

ボランティアセンター登録人数 37 69 104 202 202 
ボランティアセンター登録団体 41 38 41 40 39 

資料：平成 17 年～令和３年＝共生福祉課（各年度末日現在） 
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２ 第二次計画の施策の進捗状況 

（１）第二次北本市地域福祉計画・地域福祉活動計画の施策の進捗状況 

計画の進捗及び評価を担う北本市地域福祉推進委員会において、第二次北本市地域

福祉計画・地域福祉活動計画の進捗状況を議論しています。 

 

＝評価基準＝ 

Ａ：具体的な施策に着手し、一定の成果や数値実績があるなど、その取組が堅調に推移している 

Ｂ：具体的な施策への着手は認められるものの、より一層の取組や事業の伸展が求められる 

Ｃ：具体的な施策に着手しているとは言い難い 

—：評価なし 

 

 

目標１ すべての世代に福祉の心を広げる  

①  施策１－１ 福祉の心を育む学習機会の充実 

令和３年度の進捗状況をみると、全９事業中で評価「A」の割合が11％、評価「B」

の割合が78％、評価「C」の割合が11％となっています。評価「C」の事業は、「福

祉の心を育む交流事業」となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）学校教育、家庭教育、公民館活動を通じた福祉意識の向上 
 ①学校教育 

  福祉教育 市  ○   
 ②家庭教育 

  家庭教育支援 市  ○   
 ③地域教育 

  青少年健全育成研修事業 市  ○   
  認知症サポーター養成講座 市 ○    
  市民大学きたもと学苑（キタガク） 市  ○   
  社会人権教育推進事業 市  ○   
  大学公開講座開催事業 市  ○   
（２）学校や地域の福祉教育への支援 

 ①福祉の心を育む交流事業 社協   ○  
 ②福祉協力校設置 社協  ○   

※「C」評価としている事業は、新型コロナの影響により、中止、延期したものです。 
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②  施策１－２ 市民同士のふれあう機会の拡充 

令和３年度の進捗状況をみると、全10事業中で評価「A」の割合が40％、評価「B」

の割合が40％、評価「C」の割合が20％となっています。評価「C」の事業は、「老

人クラブ活動での多世代交流」「きたもと福祉まつりの開催」となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）同世代や多世代の交流を図る事業の推進 
 ①“居場所”づくりの推進 

  サロン活動 市  ○   
  各地域での集いの場 市 ○    
  通いの場 市 ○    
 ②市民交流機会の創出 

  健康増進センター事業 市 ○    
  地域子育て支援拠点における交流事業 市 ○    
 ③多世代交流の機会創出 

  老人クラブ活動での多世代交流 市   ○  
  学校活動 市  ○   
  公共施設事業 市  ○   
（２）地域主体や民間主体の活動への支援 

 ①きたもと福祉まつりの開催 社協   ○  
 ②支部社協活動 社協  ○   

※「C」評価としている事業は、新型コロナの影響により、中止、延期したものです。 

 

③  施策１－３ 市民への情報発信の充実 

令和３年度の進捗状況をみると、全５事業中で評価「A」の割合が40％、評価「B」

の割合が60％となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）効果的な情報発信の実施 
 ①福祉・地域情報の発信 市  ○   
 ②地域福祉活動に関する情報発信 社協  ○   
（２）地域資源を活かした情報発信の充実 

 ①地域資源を活かした情報の発信 
市 ○    

社協  ○   
 ②地域行事やイベントを通じた情報の発信 市 ○    
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目標２ 多様な担い手が活躍する仕組みづくり  

①  施策２－１ 幅広い地域福祉の担い手の育成 

令和３年度の進捗状況をみると、全14事業中で評価「A」の割合が43％、評価「B」

の割合が29％、評価「C」の割合が21％となっています。評価「C」の事業は、「サ

ロン立上げ講座」「サロン担当者研修」「見守り活動担い手養成講座」となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）地域主体の福祉活動を支える担い手の確保 
 ①地域課題解決型担い手養成講座の開催 

  担い手養成講座（初級） 社協 ○    
  担い手養成講座（専門） 社協 ○    
  サロン立上げ講座 社協   ○  
  サロン担当者研修 社協   ○  
  助け合い活動入門講座 社協  ○   
  見守り活動担い手養成講座 社協   ○  
 ②夏のボランティア体験 社協 ○    
 ③小・中・高校での福祉体験 社協 ○    
 ④支部福祉委員研修 社協 ○    
 ⑤手話奉仕員養成講習会事業 社協  ○   
（２）担い手になるきっかけづくり、専門的な人材の確保 

 ①専門的な福祉人材の養成・確保 

  専門職種への支援 市  ○   
  保健・医療・福祉分野専門職養成支援 市 ○    
  介護人材の確保 市  ○   
 ②アクティブシニア社会参加支援事業 市    ○ 

※「C」評価としている事業は、新型コロナの影響により、中止、延期したものです。 

※アクティブシニア社会参加支援事業は活動目標年次を平成 30 年度としており、既に目標を達成

しています。 
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②  施策２－２ 担い手が活躍する機会の充実 

令和３年度の進捗状況をみると、全11事業中で評価「A」の割合が45％、評価「B」

の割合が55％となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）多様な分野における活動機会の充実 
 ①学校活動 市  ○   
 ②障がいのある人が活動できる機会の支援 市  ○   

 
③介護予防・日常生活支援総合事業 

（高齢者介護予防） 
市 ○    

 ④シルバー人材センター支援事業 市 ○    
（２）ボランティア活動の活性化 

 ①ボランティアセンターの機能強化 

  ボランティア情報発信 社協  ○   
  ボランティア入門講座 社協 ○    
  ボランティア専門講座 社協 ○    
  ボランティア登録 社協  ○   
  ボランティアとの連携 社協  ○   
  ボランティア団体活動支援 社協 ○    
  ボランティアのマッチング 社協  ○   
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目標３ みんなが主役になる地域福祉の推進  

①  施策３－１ 協働による地域福祉活動の推進 

令和３年度の進捗状況をみると、全８事業中で評価「A」の割合が38％、評価「B」

の割合が50％、評価「C」の割合が13％となっています。評価「C」の事業は、「地

域懇談会の開催」となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）協働による地域福祉活動の推進 
 ①協働事業提案制度 市 ○    
 ②環境美化運動支援事業 市  ○   
 ③ファミリーサポートセンター事業 市  ○   
 ④ちょこっと困りごとサービス 社協  ○   
 ⑤家事援助サービス 社協  ○   
 ⑥地域懇談会の開催 社協   ○  
 ⑦市内企業との公益的取組の実施 市 ○    
 ⑧地域活動に資する個人情報の保護と活用 市 ○    

※「C」評価としている事業は、新型コロナの影響により、中止、延期したものです。 
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②  施策３－２ 市民活動を支援する仕組みの推進 

令和３年度の進捗状況をみると、全12事業中で評価「A」の割合が67％、評価「B」

の割合が33％となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）地域福祉活動を担う市民への支援 
 ①自治会振興事業 

  自治会連合会支援 市 ○    
  自治会振興交付金 市 ○    
  自治会集会施設整備事業等補助金 市 ○    
  集会施設借地料補助金 市 ○    
  自治会加入促進 市 ○    
 ②コミュニティ振興事業 

  コミュニティ協議会補助金 市 ○    
  地域コミュニティ委員会補助金 市  ○   
  一般コミュニティ助成金 市 ○    
 ③市民の公益活動への支援 

  公募型補助金 市  ○   
  ＮＰＯ設立支援 市  ○   
 ④市民公益活動への支援 市 ○    

 

⑤サロン活動支援  

・高齢者サロン  

・子育てサロン  

・障がい者サロン 

市、社協  ○   

 

③  施策３－３ みんなでつくる人権尊重社会の推進 

令和３年度の進捗状況をみると、全４事業中で評価「A」の割合が50％、評価「B」

の割合が50％となっています。 

 

事  業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）虐待、差別などの解消による明るい地域社会の創造 
 ①虐待防止対策の推進 市 ○    
 ②差別解消対策の推進 市  ○   
（２）権利擁護制度の利用促進 

 ①権利擁護制度の利用促進 
市 ○    

社協  ○   
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目標４ 一人ひとりの安心と安全を守る地域づくり  

①  施策４－１ 支援を必要とする人を見守る活動の推進 

令和３年度の進捗状況をみると、全10事業中で評価「A」の割合が50％、評価「B」

の割合が50％となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）緊急時に支援を必要とする人の把握方法 
 ①避難行動要支援者名簿の作成 市 ○    
 ②民生委員・児童委員活動 市  ○   
 ③情報の更新 市 ○    
（２）緊急時に支援を必要とする人の情報共有 

 ①避難行動要支援者名簿への同意促進 市  ○   
（３）緊急時に支援を必要とする人の支援活動の推進 

 ①見守り・助け合い活動 

  高齢者等見守りネットワーク事業 市 ○    

  
身近な地域での見守りネットワークサー

ビスの創設 
社協  ○   

  緊急時通報システム事業 市 ○    
  安心カード 市  ○   
  福祉委員の配置 社協  ○   
 ②緊急時（災害時など）に備えた対策 市 ○    
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②  施策４－２ 暮らしを支えるサービス・活動の充実 

令和３年度の進捗状況をみると、全６事業中で評価「A」の割合が67％、評価「B」

の割合が33％となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）利用者本位のサービス・事業が提供される環境づくり 
 ①サービス事業者の育成・参入促進 市 ○    
 ②医療環境の充実と連携強化 市 ○    

 

③各分野の中核組織の体制強化  

・地域包括支援センター  

・子育て支援センター  

・障がい者相談支援体制 

市 ○    

（２）ニーズに応じた生活支援サービス・活動の推進 

 
①社会福祉法人による地域福祉活動 

（地域貢献）の推進 

市 ○    
社協  ○   

 ②交通システムの充実 市  ○   
 

 

③  施策４－３ 安全な暮らしを守る地域環境の形成 

令和３年度の進捗状況をみると、全６事業中で評価「A」の割合が33％、評価「B」

の割合が67％となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）地域の安全な暮らしを守る取組の推進 
 ①協働での地域安心・安全推進事業 市  ○   
 ②犯罪のない安心・安全な地域づくり事業 市 ○    

 
③青少年指導委員巡回指導・連絡調整会議

運営事業 
市  ○   

 ④消費生活支援 市  ○   
 ⑤ユニバーサルデザインの推進 市 ○    
 ⑥災害ボランティアセンター立上げ訓練 社協  ○   
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目標５ 公民協働の地域福祉推進体制の強化  

①  施策５－１ 地域福祉推進体制の構築 

令和３年度の進捗状況をみると、全５事業中で評価「A」の割合が40％、評価「B」

の割合が60％となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）地域課題を積極的に発見・対応していくアウトリーチ型の新しい取組の推進 

 
①民生委員・児童委員への支援 

（困っている人、事例を発見するための支援） 
市、社協  ○   

 ②地域福祉コーディネーターの設置 市、社協 ○    
（２）地域課題を解決するための連携体制の整備 

 
①地域毎に地域課題を検討・解決していく

ための体制を整備 
市、社協  ○   

 ②庁内部局の連携 市  ○   
（３）計画の推進体制 

 ①地域福祉推進委員会の設置 市 ○    
 
 
 

②  施策５－２ 地域福祉活動の拠点・組織の充実 

令和３年度の進捗状況をみると、全４事業中で評価「A」の割合が25％、評価「B」

の割合が75％となっています。 

 

事  業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）地域福祉の中核を担う拠点・組織の充実 
 ①地域福祉活動拠点の整備 

  総合福祉センターの機能強化 市  ○   

  

各分野の中核組織の体制強化  

・地域包括支援センター  

・子育て支援センター  

・障がい者相談支援体制 

市 ○    

（２）支部社協の活性化、公民館活動との連携強化 

 ①支部社協の活動支援と連携強化 社協  ○   
 ②公民館活動と地域福祉活動の連携 市、社協  ○   
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③  施策５－３ 幅広い生活課題への公民協働の推進 

令和３年度の進捗状況をみると、全10事業中で評価「A」の割合が20％、評価「B」

の割合が80％となっています。 

 

事 業 主体 Ａ Ｂ Ｃ 評価なし 

（１）生活に困窮している人への自立支援 
 ①自立相談支援 市  ○   
 ②就労支援 市  ○   
 ③計画的な支援 市  ○   
 ④学習支援 市  ○   
 ⑤住居確保給付金の支給 市  ○   
 ⑥資金貸付 社協  ○   
（２）必要な支援を受けていない人の早期把握と迅速な支援 

 ①市民協働の自殺対策事業 市  ○   
 ②認知症初期集中支援チームの組織化 市 ○    
（３）地域資源の活用 

 ①地域の団体などと連携した自立支援の推進 

  食糧援助 社協 ○    
  あんしんセーフティネット 社協  ○   
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３ 地域福祉に係る国や県の施策の動向 

（１）国の動向 

① 地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律 

（令和３年４月施行） 

・市町村においては、既存の相談支援等の取組を生かしつつ、地域住民の複雑化した

支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築が求められており、改正社会福祉法

に基づき、新たに「重層的支援体制整備事業」※を創設 

※①相談支援、②参加支援、③地域づくりに向けた支援を一体的に実施することを想定 

 

 

② 成年後見制度の利用の促進に関する法律 

（平成28年４月公布・平成28年５月施行） 

・市町村は、政府が定めた利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における

成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努め

るとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずる

よう努めるものとされている。また、制度の利用の促進に関して基本的な事項を調

査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の

合議制の機関を置くよう努めるものとされている。 
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（２）埼玉県の動向 

① 埼玉県地域福祉支援計画 

（令和３年度～令和５年度（2021年度～2023年度）） 

○基本理念：互いに支え合い、「誰一人取り残さない」地域を目指す埼玉づくり 

○計画の位置づけ： 

・この計画は、社会福祉法第108条第1項に規定する「都道府県地域福祉支援計画」

として、広域的な見地から市町村の地域福祉の推進を支援するものであり、県の総

合計画である埼玉県５か年計画の分野別計画として位置付けられる。 

・「埼玉県高齢者支援計画（認知症施策推進計画）」、「埼玉県障害者支援計画」、「埼玉

県子育て応援行動計画」、「埼玉県ケアラー支援計画」、「埼玉県再犯防止推進計画」

など個別計画との連携・整合を図りながら、高齢者、障がい者、児童などの福祉の

各分野における共通的な事項を横断的に記載した計画です。さらに、市町村支援の

ガイドラインとしても位置付けられる。 

○計画の期間：令和3年度から令和5年度（2021年度～2023年度）までの3年間 

○計画の基本方針 

社会福祉法の改正内容や県の実情を踏まえ、次の方針で市町村の地域福祉の取組 

を支援 

（１）地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の構築支援 

（２）SDGsの理念に基づく「誰一人取り残さない」地域の実現 

（３）超高齢化・少子化など本県で顕著な傾向への対応 
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② 埼玉県ケアラー支援計画  

○基本理念：全てのケアラーが個人として尊重され、健康で文化的な生活を営むこと

ができる社会の実現 

○計画の位置づけ： 

・埼玉県ケアラー支援条例第９条に規定する「ケアラーの支援に関する推進計画」と

して策定します。 

・県の総合計画である「埼玉県５か年計画」の分野別計画としての位置付けです。 

「埼玉県地域福祉支援計画」、「埼玉県高齢者支援計画（埼玉県認知症施策推進計画）」、

「埼玉県障害者支援計画」、「埼玉県子育て応援行動計画」など各個別計画との連携・

整合を図りながら、高齢者、障がい者、児童などの福祉の各分野における共通的な

事項を横断的に記載します。 

○計画の期間：令和3年度から令和5年度（2021年度～2023年度）までの 3 年間 

○計画の目標 

・行政におけるケアラー支援体制の構築 

県民に身近な市町村においてケアラーが気軽に相談できる体制の構築 

ワンストップ型総合相談窓口や複合課題を調整するチームの設置市町村数 

・地域におけるケアラー支援体制の構築 

ケアラーが地域で孤立することがないよう、介護者サロンなどの場づくりと住民同

士の助け合いや見守り体制づくりを進める。 
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４ 今後の地域福祉の推進における課題 

（１）地域福祉に関する意識の向上 

本市では、広報・啓発活動や、地域・学校における福祉教育を通じて、地域福祉に

対する意識啓発を推進してきました。 

現行計画の施策の進捗状況をみると、福祉の心を育む交流事業などが十分にできて

いない状況もあります。 

アンケート調査によると、地域で助け合い・支え合いの輪を広げていくためは「地

域に住む人同士が互いに理解し合い、助け合おうという意識を深めること」の必要性

が挙がっています。また、ヒアリング調査においても、地域住民が「お互いに声をか

け合うこと」「つながりを広げていくこと」を常に心がけていくことの重要性が挙がっ

ています 

そのため、すべての市民に福祉の心が広がることを目指すため、住民同士の交流を

深め、地域住民による支え合い活動や隣近所の住民とのコミュニケーションを促進す

るため、今後も広報・啓発活動や、地域・学校における福祉教育を通じて、地域福祉

に対する意識啓発を継続して行っていく必要があります。 

また、ヒアリング調査によると、地域住民が集まれる場や交流できる場が必要であ

るという意見もあがっています。 

地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の構築において、地域において多様

なつながりが育つことを支援することが求められており、地域での住民同士の交流を

活性化させて、地域の住民同士のつながりを強いものにする必要があります。また、

子どもから高齢者、障がいのある人などすべての人が親しく交流できる機会づくりを

進めていく必要があります。 

  



 
36 

 

地域で助け合い・支え合いの輪を広げていくために必要なこと 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

％

市民自らが日ごろから地域のつながりをもつよ

うに心がけること

地域に住む人同士が互いに理解し合い、助け

合おうという意識を深めること

自治会が中心となって市民同士の交流などの

地域活動を積極的に実施すること

自治会が中心となって地域における助け合い・

支え合いの仕組みを整備すること

地域の福祉団体やボランティア、ＮＰＯの活動

が充実すること

支援を必要とする人やそのニーズを把握できる

ようにすること

助け合い・支え合い活動に対する、自治会やコ

ミュニティ委員会、社会福祉協議会支部などの

団体の側面的支援を充実させること

助け合い・支え合い活動に対する、行政の側面

的支援を充実させること

気軽に相談できる体制をつくること

その他

特に必要と思うことはない

無回答

37.0

48.5

12.1

15.0

16.8

48.4

25.6

41.8

55.1

2.1

3.5

0.7

42.2

47.9

16.0

17.8

16.0

37.4

23.1

33.8

52.0

1.4

2.8

2.3

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）
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（２）地域福祉の多様な担い手の確保・活躍についての課題 

本市では、地域福祉の基盤として、少子高齢化の中で深刻化する担い手問題の解決

を目指すため、意欲的な市民や企業を掘り起こす新しい担い手育成策を実施するとと

もに、多様な担い手が地域で活躍する機会の充実を図ってきました。 

現行計画の施策の進捗状況をみると、幅広い地域福祉の担い手の育成するための講

座を開催し、ボランティアの育成などを図っていくことが課題となっています。 

アンケート調査によると、地域で支え合う活動への参加意向のある人は４割以上と

なっています。一方、活動の参加へ支障となる点は、忙しくて時間がとれないことが

約５割となっています。また、地域活動団体の担い手不足、担い手研修に参加しやす

い内容、活動の必要性の広報が必要であるという意見もあります。 

地域福祉を推進するために、地域の担い手となるような学びの機会を増やし、各活

動のさらなる広がりや新たな活動メニューの提供を行うとともに、住民の自発性に基

づき、その意欲・能力や状況に応じて主体的な関わりを促進する取組が必要です。ま

た、はじめてでも気軽に取り組めるような活動機会の提供など、地域活動のきっかけ

づくりが必要です。 

 

地域で支え合う活動への参加意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

積極的に参加したい できる範囲で参加したい あまり参加したくない

参加したくない わからない 無回答

回答者数 =

令和３年度調査 909

平成28年度調査 915

1.4

1.7

41.6

37.3

23.7

19.6

8.6

9.8

22.1

29.0

2.6

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%



 
38 

 

地域活動に参加する上で、支障になること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域でともに助け合う活動（共助）の輪を広げていくために必要な支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

特に支障はない

忙しくて時間がとれない

健康や体力に自信がない

人間関係がわずらわしい

経済的負担が大きい

家族の理解がない

興味の持てる活動が見つか

らない

地域活動に関する情報がな
い

その他

無回答

15.3

45.7

21.1

18.8

3.3

1.1

13.3

13.0

3.1

2.0

15.0

46.4

22.5

13.4

4.3

1.3

14.6

14.9

3.4

3.8

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）

％

地域活動に関する情報を市

民に発信する

地域活動に関する相談や拠

点となる場所を確保する

地域住民がお互いに支え合

うための機会や仕組みをつく

る

事業者に対し、ボランティア

休暇制度の普及・啓発を行う

ボランティア研修などを開催

し、地域活動を担う人材を養

成する

子どもが地域活動に親しむ機

会を増やす

その他

無回答

45.4

27.4

30.3

7.9

12.9

16.8

2.1

6.7

46.8

22.7

29.4

7.2

13.3

16.1

2.2

9.6

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）
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（３）多様な主体の連携による地域福祉の推進についての課題 

本市では、市民や地域の主体的な活動を支援する仕組みの構築と各主体が一体とな

る取組を促進し、地域福祉に参加することに喜びを感じられる地域社会を構築してき

ました。 

アンケート調査によると、地域で助け合い・支え合いの輪を広げていくために「気

軽に相談できる体制をつくること」の割合が55.1％と最も高くなっています。 

支援が必要な人が身近なところで相談ができるように、情報提供の充実や様々な相

談機関の周知、円滑に専門的な相談機関へつながる仕組みづくりが必要です。したが

って、関連機関の連携のさらなる強化が必要です。 

また、成年後見制度の認知度は３割程度にとどまっており、認知症高齢者の増加や

障がいのある人の家族の高齢化が進む中、成年後見制度の利用促進や、権利擁護をよ

り一層充実していく必要があります。 

さらに、今後も高齢化が一層進み、それに伴い支援を必要とする人の増加が見込ま

れるなか、ダブルケア、ヤングケアラー、８０５０問題など複雑化・複合化する困難

事例に重層的に対応していくことが求められます。 

社会福祉法の改正により地域生活課題に関する相談を包括的に受け止める体制の整

備等が掲げられたこと、本市の総合振興計画においても地域福祉の推進に向けた相談

体制の充実が位置付けられていることからも、地域福祉を推進していく上で、様々な

相談機関の周知や、円滑に専門的な相談機関・支援機関へつながる仕組みづくりが求

められます。 

 

 

成年後見制度の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 909 31.2 36.9 29.9 2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度名も、内容も知っている

制度名は聞いたことはあるが、内容までは知らない

制度名も、内容も知らない

無回答

令和３年度調査
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（４）安心して暮らせる地域づくりについての課題 

本市では、市民一人ひとりが安心と安全を感じる地域づくりを目指すため、支援を

必要とする人を支える環境づくり、暮らしを支えるサービスの充実を図ります。 

アンケート調査によると、「生活困窮者自立支援制度」や相談機関の認知度は１割程

度と低くなっています。 

支援が必要な人の中には既存のサービスや行政の仕組みでは解決できない問題を抱

える人も増えてきています。成年後見制度や日常生活自立支援事業の推進のもと、福

祉サービス利用者の権利擁護をより一層充実していくことが求められます。 

また、地震や台風などの自然災害の発生による被害拡大が懸念されるなかで、誰も

が安全に安心して暮らせる地域づくりが重要です。 

アンケート調査によると、ふだんの暮らしで困っている時に地域で支援してほしい

こととして「災害時の手助け」の割合が34.2％となっています。また、自治会を中心

に、避難先や避難方法などの周知の必要性が挙がっています。 

防災訓練など、地域での防災活動を周知するとともに、高齢者や障がいのある人、

若者など、地域で暮らすより多くの地域住民の参加を促進し、安心して生活のできる

地域づくりが必要であるとともに、災害発生時や避難所などでの支援体制の充実が必

要です。 

さらに、地域で安心して暮らすためには、必要なサービスについて情報を知ってい

る、もしくは情報を取得する方法を知っているなど、地域住民が様々な「情報」とつ

ながっていることが大切です。 

今後も、支援を必要とする人が必要なサービスを受けられるように、広報紙やホー

ムページなど多様な媒体や機会を通じた福祉制度・サービス内容の情報提供や公的手

続きの充実を図る必要があります。 
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ふだんの暮らしで困っている時にしてもらいたいこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

安否確認の声かけ

話し相手

ごみ出し

家の周りの掃除

ちょっとした家事（電気器具の

交換など）

ちょっとした買い物

外出の付き添い（通院など）

短時間の子どもの預かり

保育園、幼稚園などの送迎

子育て、介護などの相談

困りごとの相談

ひとり暮らし高齢者などの見

守り

災害時の手助け

その他

特にない

無回答

16.5

5.5

5.5

5.0

3.1

3.4

2.6

4.2

1.8

6.4

12.7

14.3

34.2

2.1

39.5

3.1

16.1

5.9

4.8

5.1

3.5

3.2

3.0

3.8

2.0

5.9

11.8

12.9

33.3

2.1

41.3

1.4

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）
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（５）公民協働による地域福祉の推進についての課題 

本市では、地域福祉の推進母体となる公民協働による体制強化を目指すため、市と

社協の緊密な連携と多様な主体のネットワーク化を進め、様々な課題に迅速に対応で

きる連携体制の構築を図っています。 

現行計画の施策の進捗状況をみると、「地域毎に地域課題を検討・解決していくため

の体制を整備」「庁内部局の連携」が求められています。 

アンケート調査によると、地域でともに助け合う活動が、より一層進んでいくため

には、市民と行政が協力し合い、ともに取り組むべきであるという意見が多くなって

います。また、庁内連携の推進、公民協働による体制強化などが求められています。 

困難を抱えた方が、適切に相談につながらずに孤立化してしまうケースや、相談先

がわからずに状態が深刻化してしまうケースなどもあり、問題が発見された場合に適

切な相談先につなげる仕組みや、より円滑で包括的な支援体制の整備が求められます。 

そのため、地域福祉活動の拠点となる市や社協、多様な主体の更なる連携体制の強

化、組織の充実化を図っていく必要があります。 

 

地域でともに助け合う活動が、より一層進んでいくため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

人にできるだけ頼らず、自分でできることは自分でやるべきである

地域の人が互いに協力し、住みやすい地域にしていくべきである

市民と行政が協力し合い、ともに取り組むべきである

行政が面倒を見るべきである

その他

無回答

回答者数 =

令和３年度調査 909

平成28年度調査 915

13.3

14.1

22.8

32.1

57.8

48.7

4.2

3.5

1.0

1.0

1.0

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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第３章    地域福祉の基本方針 
 
 
 

１ 地域福祉の理念 

【 基 本 理 念 】 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本市では、福祉の心の浸透、担い手の確保、地域活動の活性化、「安心・安全」に向

けた地域福祉の推進、関係団体などの多くの主体の連携強化などの重要な課題、市の

まちづくりにおける自治基本条例や総合振興計画の考え方、社会福祉法に規定される

地域福祉のあり方を踏まえ、基本理念を「育てよう地域の力・ともに創ろう誰もが暮

らしやすいまち 北本」と設定し、地域福祉計画の推進を図ってきました。 

社会福祉法や総合振興計画及び各種個別計画等における市の方針などを踏まえ、誰

もが暮らしやすいまちを目指して、地域住民の支え合い、助け合いのもと、市民同士

とともに行政・地域の協働を推進することにより、今後も継続して進めていくことが

重要と考え、現計画の基本理念である「育てよう地域の力・ともに創ろう誰もが暮ら

しやすいまち 北本」を本計画においても継承していくこととします。  

育てよう地域の力・ 

ともに創ろう誰もが暮らしやすいまち 北本 

～  育てよう地域の力  ～ 

これまで育まれてきた「地域の力」を活かし育て続けるとともに、これから

の時代に相応しい地域の力のあり方を協議しながら、市民全員でそれぞれの地

域の力を育てていく必要があります。  

この地域の力を育てるにあたって、市や社協は様々な支援と新たな仕組みを

構築します。 

～  ともに創ろう誰もが暮らしやすいまち  北本  ～ 

誰もが暮らしやすい北本市を創るためには、地域の力を育むことはもちろ

ん、市・社協・関係団体がそれぞれの責任を果たすことが必要となります。 

「ともに」には市民同士とともに公私の協働を、「創ろう」には既存の枠組

みにとらわれない新たな実践を「創造する」という意味を付与しました。 

また、「誰もが」には様々な生活課題を持った市民を包括的に支援する意味

を込めました。 



 
44 

 

２ 基本目標 

今後の５年間の方向性として、５つの基本目標を定めます。 

 

基本目標１ すべての世代に福祉の心を広げる意識づくり  

地域福祉推進の根幹として、すべての市民に福祉の心（みんなの幸せを願う心）が

広がることを目指すため、すべての世代が福祉を学ぶ機会の充実、市民同士がふれ合

う機会の創出、市民への適切な情報の発信を通じて、市民一人ひとりに福祉の心を広

げる意識づくりを図ります。 

 

基本目標２ 地域の福祉を支える担い手づくり  

地域福祉の基盤として、少子高齢化の中で深刻化する担い手問題の解決を目指すた

め、意欲的な市民や参加意向のある企業など新しい担い手を掘り起こし、地域福祉を

支える担い手の育成・確保に努めるとともに、様々な活動のさらなる広がりにより活

動者が活躍できる場の充実を図ります。 

 

基本目標３ 支援につなぐ仕組みづくり  

支援が必要な人が身近なところで相談ができるように、情報提供の充実を図るとと

もに、だれもが気軽に相談でき、必要な支援に結びつける「断らない相談支援」に取

り組み、円滑に専門的な相談機関へつながる仕組みづくりを構築します。また、成年

後見制度の利用促進や、権利擁護をより一層充実します。 

 

基本目標４ 一人ひとりの安心と安全を守る地域づくり  

地域福祉の最大のテーマである、市民一人ひとりが安心と安全を感じる地域づくり

を目指すため、防災、防犯対策など、市民が地域で安心して、安全に暮らせるよう地

域づくりを構築します。 

 

基本目標５ 公民協働による地域福祉を推進する体制づくり  

市と社協の緊密な連携と多様な主体のネットワーク化を進め、地域住民の複雑化・

複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、相談支援、参加

支援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施するとともに、地域組織や専門組織が

重層的に連携できるよう、地域福祉の中核を担う拠点・組織の充実を図ります。 
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３ ＳＤＧｓとの関連性 

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）とは、平成27

年９月の国際サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に

おける、令和12年までの国際社会共通の目標です。 

ＳＤＧｓは、持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するための17のゴールと

169のターゲットで構成されています。 

すべての関係者が、「誰一人取り残さない」ために、経済・社会・環境などの広範な

課題に、同時解決的に取り組むことをめざしています。 

ＳＤＧｓのゴールには、「貧困をなくそう」「すべての人に健康と福祉を」「住み続け

られるまちづくりを」など、地域福祉計画でめざす「誰一人取り残さない地域共生社

会」の実現のための施策と、関連の深い目標が多くあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 
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４ 施策体系 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

［ 基本理念 ］ ［ 施策 ］ ［ 基本目標 ］ 

育
て
よ
う
地
域
の
力
・
と
も
に
創
ろ
う
誰
も
が
暮
ら
し
や
す
い
ま
ち 

北
本 

（１）福祉の心を育む学習機会の充実 

（２）市民同士のふれ合う機会の拡充 

（３）市民への情報発信の充実 

（１）幅広い地域福祉の担い手の育成 
・確保 

（２）担い手が活躍する機会の充実 

（１）包括的な相談支援体制の充実 

（２）暮らしを支えるサービス・活動 
の充実 

（３）配慮が必要な人への支援の充実 

（４）成年後見制度の利用促進 

（１）支援を必要とする人を見守る 
活動の推進 

（２）安全な暮らしを守る地域環境 
の形成 

（１）重層的な地域福祉ネットワーク 
の構築 

１ すべての世代に
福祉の心を広げ
る意識づくり 

２ 地域の福祉を支
える担い手づく
り 

３ 支援につなぐ仕
組みづくり 

４ 一人ひとりの安
心と安全を守る
地域づくり 

５ 公民協働による
地域福祉を推進
する体制づくり （２）地域福祉活動の拠点・組織の 

充実 
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第４章    施策の展開 
 
 
 

基本目標１ すべての世代に福祉の心を広げる意識づくり 

施策１－１福祉の心を育む学習機会の充実  

地域での支え合い、助け合いの意識を育むため、子どもの頃からの福祉学習や体験

活動を充実します。 

また、あらゆる年齢層の人が地域福祉について学び、見守りや手助けなどが活発に

なるような機運が醸成されるよう、様々な関係機関の取組の支援及び連携により地域

福祉に関する意識啓発や福祉教育を充実します。 

 

 

○ 地域福祉に関する講座などの「学びの場」に積極的に参加し、支え合いの意識

を育みましょう。 

○ 地域の一員として、日頃から地域にどんな課題があり、身近でどんな人が困っ

ているのかなど関心を持ちましょう。 

 
 
 

○ 福祉啓発イベントなどの開催を通じて、地域住民の地域福祉についての意識醸

成につなげます。 

○ 福祉教育の実施により、子どもから大人まで福祉のこころを育みます。 

○ 福祉への関わりを考えることに繋がる世代間交流を促進します。 

 
  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 



 
48 

【 取組 】 

① 学校教育、家庭教育、公民館活動を通じた福祉意識の向上 

事業名 内容 主体 

福祉教育 
・ボランティアや福祉に係る体験教育活動 
・心のバリアフリーを進める教育 
・障がいへの理解を深める教育 

市 

家庭教育支援 
・入学前児童の保護者を対象とした子育て講

座などの開催 
・保護者への効果的な家庭教育の方策検討 

市 

青少年健全育成研修
事業 

・小・中学校入学前児童生徒の保護者を対象
とした子育て講座、幼稚園の保護者を対象
とした家庭教育学級を実施 

市 

認知症サポーター養
成講座 

・認知症の理解を深める講座の実施 市 

市民大学きたもと学
苑（キタガク） 

・地域組織で勉強する機会を設けるため、キ
タガク講座を実施 

（開講実績） 
 ・介護講座 

・親子体操講座 
 ・健康ウォーキング講座 

市 

社会人権教育推進事
業 

・公民館、小・中学校ＰＴＡなどで人権教育
を実施 

市 

大学公開講座開催事
業 

・専門性の高い講座の提供 市 

各種サポーターの養
成 

・健康長寿サポーターの養成 
・介護予防事業の運営スタッフとして、地域

住民の参加促進 

市 

 

② 学校や地域の福祉教育への支援 

事業名 内容 主体 

福祉の心を育む交流
事業 

・学校と施設の寄付寄贈や交流活動を推進す
る 

・児童・生徒に対する福祉意識の醸成と、施
設などの社会貢献活動を推進する 

社会福祉協議会 

福祉協力校設置 

・市内全校を福祉協力校として指定し、各学
校に補助金を交付する 

・社会福祉への理解と関心を高めるため、地
域に根ざした活動の実践に取り組む 

社会福祉協議会 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

キタガク講座の開催数（年間） 市 
178 回 

（令和３年度） 

250 回 

（令和９年度） 

福祉の心を育む交流事業の実施校 
社会福祉 
協議会 

1 校 

（令和３年度） 

12 校 

（令和９年度） 
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施策１－２ 市民同士のふれ合う機会の拡充  

地域福祉活動へのきっかけとして、サロンなどの交流の「場」への参加を促進しま

す。 

また、障がい者や高齢者など、だれもが生きがいをもって生活できるよう、人との

関わりあいや趣味などをきっかけとした社会参加がしやすい環境をつくります。 

 
 

○ 地域で開催されるお祭りや地域行事に参加し、世代間の交流をしましょう。 

○ 交流を広げることで、地域の見守りや支援につなげられる関係を構築しましょ

う。 

○ 地域で過ごす時間を設けるよう工夫しましょう。 

 
 
 

○ 行政と連携したイベントを開催します。 

○ 障がい者や高齢者などへの理解をすすめ、多世代の人が気軽に参加できる場を

支援します。 

○ 趣味を通じて、地域のつながりや絆のきっかけづくりをします。 

 

【 取組 】 

① 同世代や多世代の交流を図る事業の推進 

事業名 内容 主体 

多世代活動と交流の
推進 

・高齢者サロン、子育てサロン、障がい者サ
ロンの多世代参加を推進する 

・子ども食堂、学習支援など子育て世帯の支
援活動に関わる担い手として、シニア世代
の個人や団体をマッチングするなど、多様
な関わりの機会を創出する 

社会福祉協議会 

高齢者の通いの場 

・地域において高齢者が交流できる多様な通
いの場の立ち上げ 

・通いの場での介護予防の普及啓発に資する
介護予防教室の開催等 

市 

健康増進センター事
業 

・健康増進センターでの体操教室、講習会な
どを通じて高齢者同士の交流を推進 

市 

地域子育て支援拠点
における交流事業 

・児童館 
・子育て支援センター 

市 

老人クラブ活動での
多世代交流 

・老人クラブと子ども達との交流推進 市 

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 



 
50 

事業名 内容 主体 

学校活動 

・地域活動室事業 
児童と地域住民の交流活動 

・学校応援団 
地域住民による学習活動支援、学校環境整
備などを通じての交流活動 

市 

公共施設事業 
・児童館及び地域子育て支援センターでの交

流事業の実施 
市 

 

② 地域主体や民間主体の活動への支援 

事業名 内容 主体 

きたもと福祉まつり
の開催 

・福祉への理解を深めるため、市民や各種団
体、企業などと協働し、イベントを実施す
る 

社会福祉協議会 

支部社協活動 

・高齢者、障がい者、子育て中の親子など、身
近な地域における交流の場づくりを支援す
る 

・学校・福祉施設など、訪問活動による交流
行事を支援する 

・支援が必要な世帯に対する見守り活動を推
進する 

社会福祉協議会 

公募型補助金 
・ＮＰＯ法人、市民公益活動団体などの実施

する公益的取組、社会貢献活動に対する一
部補助 

市 

市民公益活動への支
援 

・情報交換会の実施 
・パネル展示などの開催 

市 

サロン活動への支援 
・高齢者サロン 
・子育てサロン 
・障がい者サロン 

・サロン立上げのサポート、助成金による運
営支援を行う 

・情報交換会、研修会、地域活動に資する専
門職派遣などの運営支援を実施する 

市 

社会福祉協議会 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

高齢者の通いの場開催箇所数 市 
62 箇所 

（令和３年度） 

68 箇所 

（令和９年度） 

サロン活動への支援 
社会福祉 
協議会 

50 箇所 

（令和３年度） 

55 箇所 

（令和９年度） 
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施策１－３ 市民への情報発信の充実  

様々な地域福祉活動の情報、地域のイベント、気軽に相談できる場所、福祉サービ

スの内容など、生活環境や福祉に関する情報が市民に届くよう、効果的、かつ、多様

なルートからの情報発信の充実を図ります。 

 
 

○ 市民活動やボランティア活動に積極的に参加しましょう。 

○ 積極的に福祉に関する情報を取得し、活用しましょう。 

○ メールやＳＮＳ、インターネットを使った情報に親しみ、仲間との交流にも活

用しましょう。 

 
 
 

○ スマートフォンなどの情報端末機器の活用も含め、効果的な情報発信方法を検

討します。 

○ 民生委員・児童委員、関係団体、サービス事業所、医療機関などからの情報提

供をします。 

○ 多くの市民が参加する地域行事やイベントにおける福祉情報の発信をします。 

○ 地域の活動や交流の場の情報を発信します。 

 

【 取組 】 

① 効果的な情報発信の実施 

事業名 内容 主体 

福祉・地域情報の発
信 

・広報きたもと等を通じた地域福祉に関する 
様々な情報の周知 

・分野毎の情報提供の継続 
・スマートフォンなどの情報端末機器の活用

も含め、効果的な情報発信方法を検討 

市 

地域福祉活動に関す
る情報発信 

・社協だより「やさしい手」の発行 
・支部社協だよりの発行 
・ボランティアセンターだより発行 
・社会資源の紹介・周知 
・SNS、ホームページの活用 
・アウトリーチによる情報発信 

社会福祉協議会 

 
  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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② 地域資源を活かした情報発信の充実 

事業名 内容 主体 

地域資源を活かした
情報の発信 

・民生委員・児童委員、関係団体、サービス事
業所、医療機関などからの情報提供（多様
なルートからの情報発信） 

・市民リポーターの活用（地域行事などを市
民が取材し、作成した記事をブログ、市ホ
ームページ、広報紙に掲載） 

市 

社会福祉協議会 

地域行事やイベント
を通じた情報の発信 

・多くの市民が参加する地域行事やイベント
における福祉情報の発信 

・ボランティア活動の「気づき」を促す情報
発信 

市 

社会福祉協議会 

街頭活動 
・民生委員活動、人権擁護委員活動や自殺予

防キャンペーン等各種街頭活動を通じた情
報発信 

市 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

社会福祉協議会のＳＮＳ登録者数 
社会福祉 
協議会 

580 人 

（令和３年度） 

1,000 人 

（令和９年度） 
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基本目標２ 地域の福祉を支える担い手づくり 

施策２－１ 幅広い地域福祉の担い手の育成・確保  

地域の担い手を増やすため、各活動のさらなる広がりや新たな活動メニューの提供

を行います。 

また、ボランティア活動に関する情報発信や支援を行うとともに、支援を必要とす

る人と支援する人のニーズをコーディネートする機能の強化や団体間のネットワーク

づくりのための交流機会や講習など、活動の活性化につながるよう支援します。 

複雑化・複合化する福祉課題に対応するため、専門的人材を育成するとともに、潜

在している人材を掘り起こしていきます。 

 
 

○ 市民活動やボランティア活動に積極的に参加しましょう。 

○ 福祉学習の機会に積極的に参加しましょう。 

○ 地域の一員として、日頃から地域にどんな課題があり、身近でどんな人が困っ

ているのかなど関心を持ちましょう。 

 
 
 

○ 地域に住む誰もが福祉の担い手であり受け手となる地域福祉という考え方が身

近に感じられるような、地域に密着した福祉活動を展開します。 

○ 学校、地域において気づきや福祉への関わりを考えることに繋がる福祉教育を

推進します。 

○ ボランティア活動に関する情報を周知します。 

 

【 取組 】 

① 地域の福祉活動を支える担い手になるきっかけづくりと育成 

事業名 内容 主体 

地域ニーズに即した 
担い手養成講座 

・地域ニーズに則した住民主体の支え合い活
動の創出を目的とした担い手養成講座を実
施する（通院、ごみ出し・買い物、草取り、
掃除など） 

社会福祉協議会 

専門性、趣味、特技を
生かせる担い手講座 

・資格、知識、経験、得意分野を生かせる講座
を開催し、担い手の確保を行う（手話、朗
読、調理、電気、運転、庭木の手入れ、コー
ヒー、住宅改修、防災など） 

社会福祉協議会 

  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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事業名 内容 主体 

サロン立上げ講座 

・サロン活動に興味がある個人・団体に、サ
ロンの意義や活動内容の紹介を行い、活動
へとつながる講座開催を行う（高齢者の交
流の場、子ども食堂などの立上げ） 

社会福祉協議会 

サロン担当者研修 

・サロンの世話人を集めてレクリエーション
研修などの勉強会を行う 

・サロン関係者と定期的に情報交換会を行
い、やる気の維持と活動離れを防止する 

社会福祉協議会 

支え合い活動講座                               
（在宅福祉サービス
事業） 

・「家事援助サービス」「ちょこっと困りごと
サービス」「移動援助サービス」など、生活
支援サービスの担い手養成講座を開催する 

社会福祉協議会 

夏のボランティア体
験講座 

・夏休み期間に小・中・高校生を中心とした
ボランティア体験や講座を開催する 

・NPO、企業、関係機関など、多様な主体と連
携したプログラムを開催する 

社会福祉協議会 

小・中・高校での福祉
体験 

・学校において車椅子体験や高齢者疑似体
験、点字、手話講座などを実施する 

・担い手の活躍の場として、支部社協、ボラ
ンティア団体などと連携して体験を推進す
る 

社会福祉協議会 

ボランティア参加の
推進 

・子ども食堂やフードドライブのお手伝いな
ど、一時的なボランティア活動に携われる
取組を推進する 

・福祉まつりや募金活動などのイベント開催
に合わせてボランティア募集を行う 

社会福祉協議会 

 

② 専門的な人材の確保 

事業名 内容 主体 

保健・医療・福祉分野
専門職養成支援 

・准看護学校への補助金交付 
・看護師や保健師などの市内実習受け入れ支

援 
・准看護学校生の進学支援 

市 

介護人材の確保 
・就職相談会の開催支援 
・就職相談会の周知 

市 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

生活支援サービス担い手数 
社会福祉 
協議会 

176 人 

（令和３年度） 

200 人 

（令和９年度） 
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施策２－２ 担い手が活躍する機会の充実  

市民の多彩な才能を地域福祉活動に生かせる環境づくりを進めるため、多くの分野

と連携し、市民が地域で活躍する機会の充実と、ボランティア活動の活性化を図りま

す。 

 
 

○ 高齢者や障がいのある人、子育て世帯、外国人など、異なる立場について理解

を深めましょう。 

○ 他人を理解しいたわる気持ちを持ちましょう。 

 
 
 

○ 心のバリアフリーについて地域住民の理解を深めます。 

○ 様々な立場の地域住民が参加できる場や機会を設けます。 

 

【 取組 】 

① 多様な分野における活動機会の充実 

事業名 内容 主体 

学校活動 

・地域住民による学校での活動機会 
学校応援団 
放課後子ども教室 
学力向上推進事業（学習支援スタッフ） 
地域活動室事業 

市 

障がいのある人が活
動できる機会の支援 

・関係団体と連携し、障がい者自身の活動機
会の拡充支援（芸術文化やスポーツ活動、
手話講座の講師、ピアカウンセリングなど） 

市 

介護予防・日常生活
支援総合事業（高齢
者介護予防） 

・介護予防事業の運営スタッフとして、地域
住民の参加促進 

市 

シルバー人材センタ
ー支援事業 

・高齢者の技能を活かした地域貢献機会の提
供 

市 

 
  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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② ボランティア活動の活性化 

事業名 内容 主体 

ボランティアセンタ
ー機能の充実 

・ボランティア活動に関する相談、登録、マ
ッチング、広報啓発、各種の取組の充実を
図る 

・多様なボランティアニーズに対応するた
め、担い手の確保を行う 

・福祉分野のみならず、環境保全・自然保護
など多様な分野に視野を広げる 

社会福祉協議会 

ボランティア情報発
信 

・ボランティアセンターだよりを発行し、ボ
ランティア関係者や市民に対してボランテ
ィア活動の普及・啓発を行う 

・社協だよりや HP、SNS を活用して、より多
くの市民にボランティア活動の周知を行う 

社会福祉協議会 

ボランティア登録 

・個人・団体・災害ボランティア登録を推進
し、ボランティアセンターの機能の向上を
図る 

・ボランティア講座、担い手講座の参加者な
どを登録に結び付ける 

・ボランティアニーズに即した、ボランティ
ア団体の新規登録を目指す 

社会福祉協議会 

ボランティアとの連
携 

・登録団体・個人との情報交換会の開催、ボ
ランティア連絡会と協働した取組の推進を
行う 

・小・中学校・高校と連携し福祉の醸成を行
うとともに、シニアの活躍の場としてボラ
ンティア活動を取り入れる 

・民間企業など、多様な地域資源を活用した
ボランティア活動を推進する 

社会福祉協議会 

ボランティア団体活
動支援 

・ボランティアニーズに則したボランティア
団体立上げ支援を行う 

・助成金による運営支援を行う 
・市内行事への参加をマッチングして、運営

資金調達と活動の安定化を図る 
・情報交換会、研修会の実施、地域活動に資

する専門職派遣などの運営支援を実施する 

社会福祉協議会 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

地域活動団体に参加したことがあると
回答した市民の割合 

市 
69.7％ 

（令和３年度） 

80％ 

（令和９年度） 

地域で支え合う活動への市民の参加意
向の割合 

市 
43.0％ 

（令和３年度） 

50％ 

（令和９年度） 

ボランティア登録者数 
社会福祉 
協議会 

221 人 
（令和３年度） 

250 人 

（令和９年度） 
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基本目標３ 支援につなぐ仕組みづくり 

施策３－１ 包括的な相談支援体制の充実  

ケアラー、ヤングケアラー、ひきこもりなど複合的な課題を抱えた人は、既存の相

談支援機関だけでの対応に限界があり、制度のはざまにある人や社会的に孤立してい

る人のために、相談支援機関・地域・行政が一体となった包括的な相談支援体制を構

築することが重要となっています。 

地域共生社会の理念に基づき、どのような相談内容であっても受け止めて適切な支

援へとつなぐ包括的な相談支援体制づくりをめざす取組を推進します。 

また、ケアラー、ヤングケアラーなどの問題が顕在化する中で、多様化するケース

やニーズに対応する体制の強化を進めます。 

 
 

○ 周囲で気になる人や出来事があったら、市役所や関係機関に連絡しましょう。 

 
 
 

○ 専門的な相談が受けられる体制を整備し、あわせて相談機関の周知を行います。 

○ 事業所などにおいては、それぞれの分野で、分野を越えた相談対応ができるよ

う、専門的な相談員の質の向上に努めます。 

○ 住民同士がお互いに気づきあう関係づくりを支援します。 

 

【 取組 】 

① 市民ニーズの把握と関係機関との連携強化 

事業名 内容 主体 

アウトリーチ機能の
拡充 

・支援が必要であるにもかかわらず届いてい
ない人に対し、訪問支援などにより積極的
に働きかけて情報・支援を届けます。 

市 

多機関協働事業の実
施 

・複合化した相談者の課題解決に向けて支援
関係機関が連携し、課題解決に向けて支援
を進めます。 

市 

高齢者等見守りネッ
トワーク事業 

・協力者の事業活動や地域の日常生活の中で
高齢者などの異変が見受けられた場合に、
市や地域包括支援センターへ連絡してもら
い、支援につなげる。 

市 

民生委員・児童委員
のネットワーク 

・日常的な活動を通じて、緊急時に支援を必
要とする人の情報を把握・共有し、支援に
つなげる。 

市 

  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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② 包括的な相談支援体制の構築 

事業名 内容 主体 

福祉総合相談窓口の
充実 

・様々な福祉の困りごとや不安について、相
談支援員が丁寧に相談を受け、解決に向け
て支援する福祉総合相談窓口の機能を充実
します。 

市 

 
 

③ ケアラー、ヤングケアラーへの支援の充実 

事業名 内容 主体 

ケアラー、ヤングケ
アラーに関する広報 

・広報などを活用し、ケアラー、ヤングケア
ラーの方などに必要な支援の情報が分かり
やすく伝わるよう、情報発信に努めます。 

市 

支援体制の連携強化 
・制度の狭間や複合的な課題に対し、関連す

る部署や関係機関が協力して支援にあたれ
るよう連携体制を強化します。 

市 

職員への研修 
・制度の狭間や複合的な課題に関する研修を

通じ、職員の相談支援にスキルの向上を図
ります。 

市 

 
 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

日常生活上のあらゆる困りごとを相談
する場所や人がいる市民の割合 

市 - 
   90％ 

（令和９年度） 
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施策３－２ 暮らしを支えるサービス・活動の充実  

福祉による支援を必要とする人が、適切な福祉サービスを選択・利用できるように、

利用者ニーズの把握に努め、きめ細やかなサービスを促進します。 

また、事業者や医療機関、学校など関係機関の連携による個別ニーズに応じた生活

支援サービス・活動の充実を図ります。 

 
 

○ 自分にあった福祉サービスを選択し、自分らしく暮らしましょう。 

○ 福祉サービスを必要とする人がいれば、サービス事業所や市などへの連絡をし

ましょう。 

○ 福祉サービスの担い手として地域における福祉活動を行いましょう。 

 
 
 

○ 地域で行える住民参加サービスなどの担い手を増やします。 

○ ＮＰＯ法人などは、専門研修を行うなど、スタッフの資質の向上に努めます。 

 

【 取組 】 

① 利用者本位のサービス・事業が提供される環境づくり 

事業名 内容 主体 

サービス事業者の育
成・参入促進 

・市内で少ないサービス及び事業提供に向け
た、市内を中心としたサービス事業者への
働きかけ 

・サービスの質を高めるための支援 

市 

医療環境の充実と連
携強化 

・病診連携、地域医療の推進 
・医療と介護の連携など、期待される医療環

境に向けた関係機関との連携強化 

市 

各分野の中核組織の
体制強化 
（地域包括支援セン
ター、子育て支援セ
ンター、障がい者相
談支援体制） 

・各組織の機能向上（専門支援機能、拠点機
能、マネジメント機能、情報発信機能など） 

市 

 
  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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② ニーズに応じた生活支援サービス・活動の推進 

事業名 内容 主体 

社会福祉法人による
地域福祉活動（地域
貢献）の推進 

・公益的な取組の推進 
緊急時に支援を必要とする人の避難所設営 
地域住民向け在宅介護勉強会の開催 
地域住民との交流会 
中学生による職場体験 
小学生との図書交換事業 

市 

・社会福祉法人による地域貢献活動を推進し
ます 

  移動支援活動 
  福祉避難所として施設の活用（協定締結） 
  地域の居場所としての施設活用など 
  学校との交流事業など 
・市内の社会福祉法人ネットワークの構築を

目指します。 

社会福祉協議会 

交通システムの充実 ・デマンドバスの運行 市 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

地域ケア会議開催回数 市 

地域ケア会議
年間 10 回 

（令和３年度） 

地域ケア会議 
年間 10 回 

地域ケア推進会
議年間 2 回 

（令和９年度） 
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施策３－３ 配慮が必要な人への支援の充実  

制度の狭間にいる人だけでなく、高齢者、障がい者、子どもなど、地域で生活の不

安を感じている人の課題は複合的で複雑なものとなっているため、誰もが安心して地

域で暮らせるよう、支援が必要な人に対し、それぞれの状況に応じて適切な支援が行

き届くよう、地域で支え合うことができる環境の整備を進めます。 

また、子どもの権利条例の主旨を踏まえて、子どもを始め、すべての市民一人ひと

りの尊厳が保たれ、その人らしく生きられるよう、虐待防止対策の充実を図ります。 

 
 

○ 地域で支援を必要としている人への声掛け、見守りを行いましょう。 

○ 支援を必要としている人がいれば、市の窓口へ連絡しましょう。 

○ 虐待などの疑いがある問題に気づいたら、専門機関に連絡しましょう。 

○ 人権に対する理解を深めましょう。 

 
 
 

○ 困ったときに相談できる機関などを共有し、必要に応じて案内します。 

○ 困っている場合は訪問し、話を聞き、専門機関などにつなぎます。 

○ 民生委員・児童委員、地域住民などが連携して、適切な見守りや通報などによ

り地域の虐待防止、早期発見に努めます。 

 

【 取組 】 

① 生活に困窮している人への自立支援 

事業名 内容 主体 

就労支援 

・就労支援員の配置 
・ハローワークとの連携による支援 
・ひとり親家庭への支援 

職業訓練促進給付金支給 
教育訓練支援給付金支給 

市 

計画的な支援 

・個別自立支援プランの作成 
福祉資金貸付 
食糧援助（フードバンク） 
あんしんセーフティネットなどの活用 

市 

学習支援 ・子どものための無料塾開催 市 

住居確保給付金の支
給 

・有期（3.6.9 ヶ月）の家賃相当額の支給（対
象は、当面の住居に困っている市民） 

市 

  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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事業名 内容 主体 

貸付事業 
（生活福祉資金・福
祉資金） 

・低所得者世帯などに対して、低利または無
利子での資金の貸付と必要な援助指導を行
う 

・世帯の安定した生活を確保することを目的
に、県社協、福祉事務所などと連携し、生活
福祉資金貸付に伴う相談支援を行う 

・地域の担当民生委員と連携し、生活を維持
するための応急的な資金の貸付支援を行う 

社会福祉協議会 

 

② 必要な支援を受けていない人の早期把握と迅速な支援 

事業名 内容 主体 

市民協働の自殺対策
事業 

・第２期自殺対策推進計画の策定 
・自殺予防ゲートキーパー要請研修 
・自殺予防街頭キャンペーン 
・ホームページ上などによるメンタルヘルス

チェックシステム 
・自殺予防のための講演会の開催 
・子ども、若者、高齢者などの自殺予防に向

けた関係機関と連携強化 

市 

認知症初期集中支援
チームの組織化 

・地域包括支援センター、民生委員・児童委
員から地域住民情報を収集 

・対象者宅を訪問し、医療・介護支援につな
がっていない人をサービスに結び付ける。 

市 

 
③ 地域資源の活用 

事業名 内容 主体 

あんしんセーフティ
ネット 
（社会福祉法人の貢
献活動） 

・市内社会福祉法人と連携し、生活困窮世帯
に対して訪問相談を行います 

・適用できる制度がないか検討し、どの制度
も適用できない場合や緊急を要する場合
は、経済的援助を行います 

社会福祉協議会 

フードドライブ 

・家庭で使いきれない未使用の食品を受け付
けます 

・必要に応じてイベント式のフードドライブ
活動を実施します 

・学生服、体操着、カバンなどの受入れを行
います 

・NPO、ボランティア団体、関係機関などと連
携したフードドライブ活動を推進します 

・活動を通じて食品ロス改善活動の普及・啓
発を行う 

社会福祉協議会 

フードバンク 

・フードバンク埼玉の北本拠点として、食料
品の受入れを行い保管・管理します 

・県内外のフードバンク活動団体や食品関連
企業などと連携し活動の推進を図る 

・学校、民生委員、関係機関などと連携し学
生服、体操着、カバンなどの制服バンク活
動に取り組みます 

社会福祉協議会 
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事業名 内容 主体 

フードパントリー 

・生活困窮世帯を対象に定期的に食料配布を
実施する 

・自立相談支援機関と連携し、世帯の状況に
応じた食糧支援を実施する 

・子育て世帯の経済的負担の軽減として、学
生服、体操着、カバンなど譲渡会を開催し
ます 

社会福祉協議会 

 
④ 虐待、差別などの解消による明るい地域社会の創造 

事業名 内容 主体 

虐待防止対策の推進 

・虐待防止に向けた相談支援の充実 
虐待防止に係る中核組織の強化 
【参考】主な中核組織 

ケース会議 
要保護児童対策地域協議会 
自立支援協議会 

・家庭内、学校、施設、職場などでの暴力やハ
ラスメントの防止 

市 

差別解消対策の推進 

・あらゆる機会を通じた、障がい、病気、国
籍、出自などによる差別の解消 
【参考】主な中核組織 

人権推進審議会 
北本市人権擁護委員会 
障害者差別解消支援地域協議会 

市 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

福祉サービス利用援助事業契約者数 
社会福祉 
協議会 

33 人 
（令和 3 年度） 

35 人 

（令和９年度） 

個別自立支援プランの作成件数 市 
29 件 

（令和 3 年度） 

30 件 

（令和 9 年度） 
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施策３－４ 成年後見制度の利用促進（成年後見制度利用促進基本計画）  

（１）計画策定の趣旨 

本市では、高齢化率が32.0％と３人に１人は65歳以上の高齢者であり、これから

も増加することが見込まれています。それに伴い、認知症高齢者が増加し、金銭管理

や施設入所の契約などが困難なケースの発生や、知的・精神障がいのある人を支える

親の高齢化による「親亡き後問題」も懸念されます。 

成年後見制度は、これらの認知症高齢者や知的・精神障がいのある人など、判断能

力が不十分であるために意思決定が困難な人について、成年後見人等が本人の意思や

尊厳を尊重した上で、本人の権利を守り実現することを支援することで自分らしい生

活を継続するための制度です。今後、必要性がさらに高まることも踏まえ、ノーマラ

イゼーション（意思決定が困難な人が他の人と同じように人権を尊重されること）と

自己決定権の尊重（意思決定が困難な人の意思が尊重され適切な支援が行われること）

の理念に沿い、高齢者や知的・精神障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活

できるよう社会全体で支え合う共生社会の実現を目指し、成年後見制度に関する取組

を推進するために計画を策定します。 

 

（２）計画の位置付け 

国は、成年後見制度の利用の促進を図ることを目的に、平成28年５月、成年後見制

度の利用の促進に関する法律（以下、「促進法」という。）を施行し、市区町村におい

ても、国が定める成年後見制度利用促進基本計画を勘案し、当該市町村の区域におけ

る成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努め

るものとされました。 

本市では、本項目を促進法第14条第１項に基づく成年後見制度の利用促進に係る基

本計画として位置づけます。 

 

（３）本計画における目的 

認知症・知的障がい・精神障がいなどにより判断能力が十分でない人が成年後見制

度を円滑に利用できるよう支援を行い、権利を尊重し擁護することにより、地域で安

心して生活できる社会の実現を推進することを目的とします。 
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（４）基本的な考え方 

判断能力が不十分な状態におかれている人は人権侵害に遭いやすく、自ら必要な介

護・福祉サービスを適切に選択・決定することも難しい状況にあり、当然に保障され

るべき地域社会での生活の継続が困難になる事態も生じています。 

判断能力が十分でなく、一人では意思決定が困難になった住民が引き続き地域社会

で生活し続けられるよう、地域の実情に応じた権利擁護支援・成年後見制度利用促進

機能の強化に向けて、成年後見制度の運用と、その実現に向けた進捗管理・コーディ

ネート等を行います。 

成年後見制度を必要な人が利用できるよう、本市においては、利用者に寄り添った

制度の運用を実現するために、以下の仕組みを構築します。 

・地域連携ネットワーク：権利擁護支援の必要な人を発見し、適切に必要な支援に

つなげる地域連携の仕組み 

・中核機関：成年後見制度に関して、権利擁護支援の地域連携ネットワークのコー

ディネートを担う中核的な機関 

・協議会：法律及び福祉の専門職団体並びに関係機関が連携体制を強化し、自発的

に協力する体制づくりを進める合議体 

 
 
 

（５）取組の方策 

 
 

○ 権利擁護や成年後見制度について自ら学びましょう 

○ 支援が必要な人を早期発見し、支援につなげましょう 

 
 
 

○ 成年後見制度を周知します。 

○ 認知症高齢者など、判断能力の低下に伴う支援が必要な人を早期に発見します。 

 
 
  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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【 取組 】 

① 利用者に寄り添った制度の運用 

事業名 内容 主体 

成年後見制度利用支
援事業 

・市長による成年後見の申立て 
・申立て費用及び後見人への報酬費用の助成 

市 

日常生活自立支援事
業等関連制度からの
スムーズな移行 

・各種の福祉制度の利用者に対する、中核機
関及び関係機関が連携したアセスメントの
実施 

・制度活用に向けての支援の実施 

市 

 

② 地域連携ネットワークづくりと担い手育成 

事業名 内容 主体 

地域連携ネットワー
クの構築 

・地域住民等とともに行政、司法、民間等が
一体的に連携・協力し支援を行う支援シス
テムの構築 

市 

総合相談支援 
・権利擁護全般に亘る相談対応（一次相談） 
・適切な制度や他機関の紹介 

市 

権利擁護支援の方針
についての検討・専
門的判断 

・各関係機関からの相談対応（二次相談） 
・相談内容の精査（後見等ニーズの精査） 
・必要な権利擁護に関する支援が図られる体

制にかかる調整 

市 

専門職団体などとの
連携 

・弁護士会、司法書士会、社会福祉士会、その
他地域連携ネットワークに必要な専門職及
び関係団体との連携 

市 

家庭裁判所との連携 
・家庭裁判所との連携体制の整備 
・申立てや候補者選任についてのイメージの

共有と連携方法の調整 

市 

ケース検討会の運営 

・権利擁護支援の方針の検討、本人にふさわ
しい制度の利用に向けた検討、モニタリン
グ・バックアップの検討の各段階における
ケースの検討 

市 
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③ 制度の周知・啓発及び安心して利用できる環境整備 

事業名 内容 主体 

市民及び関係機関等
への制度の周知 

・権利擁護に関する情報発信 
市 

社会福祉協議会 

 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

成年後見制度を知っている人の割合 市 
31.2％ 

（令和 3 年度） 

50.0％ 

（令和 9 年度） 
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基本目標４ 一人ひとりの安心と安全を守る地域づくり 

施策４－１ 支援を必要とする人を見守る活動の推進  

災害時や緊急時においては、自助、共助による地域住民相互の支え合い・助け合い

が重要であり、防災への意識を高めるとともに、地域での自主防災体制の強化を図り

ます。 

また、災害時における要援護者への対応を迅速に行うため、災害時要援護者・支援

者台帳のより一層の整備を行うとともに、緊急時における支援体制の強化を図ります。 

 
 

○ 地域の防災訓練や自主防災組織の活動に積極的に参加しましょう。 

○ 災害時に備え、非常時持出品や非常用備蓄品を準備しましょう。 

○ 災害時の連絡体制、避難方法、避難場所や避難所までの経路を確認しましょう。 

○ 災害時の避難の際には、隣近所に声をかけましょう。 

○ 災害時は、自力又は周囲と協力し、命を守ることを第一に行動しましょう。 

 
 
 

○ 災害時に備えて自主防災組織などが中心になり、防災訓練を実施します。 

○ 災害時における安否確認や避難誘導などが円滑に行えるよう、地域における支

援体制を整備します。 

○ 地域で、災害時要援護者に対する支援体制について話し合います。 

○ 自主防災組織の結成・活動により、地域における防災・減災体制を構築します。 

○ 災害時に備えて、地区防災計画の策定に取り組みます。 

 

【 取組 】 

① 緊急時に支援を必要とする人の把握方法 

事業名 内容 主体 

避難行動要支援者名
簿の作成 

・住民基本台帳などと連動したシステムを活
用した避難行動要支援者名簿の作成・管理
の実施 

市 

民生委員・児童委員
活動 

・日常的な活動を通じて、緊急時に支援を必
要とする人の情報把握の促進 

市 

情報の更新 
・新たな転入者などの名簿への登録 
・転居、死亡などによる名簿からの削除 

市 

  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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② 緊急時に支援を必要とする人の情報共有 

事業名 内容 主体 

避難行動要支援者名
簿への同意促進 

・緊急時に支援を必要とする人に対する働き
掛けによる同意書の収集 

市 

 

③ 緊急時に支援を必要とする人の支援活動の推進 

事業名 内容 主体 

高齢者等見守りネッ
トワーク事業 

・協力者の事業活動や地域の日常生活の中で
高齢者などの異変が見受けられた場合に、
市や地域包括支援センターへ連絡してもら
い、支援につなげる。 

市 

身近な地域でのニー
ズ把握と見守り活動 

・自治会を単位とした地域懇談会・座談会を
実施する 

・身近な地域における社会資源、ニーズ、要
支援者などのマップづくりを推進し情報の
見える化を図る 

・小地域における見守り活動、助け合い活動
の創出を図る 

社会福祉協議会 

緊急時通報システム
事業 

・75 歳以上のみの世帯において、疾患などに
より常時注意を必要とする人を対象に、無
線発信機及び緊急通報電話機を設置し、ボ
タンひとつで救急車の出動要請を可能とす
るシステム 

市 

安心カード事業 
（支部社協） 

・冷蔵庫に緊急連絡先などの情報を保管し、
急な病気や事故などで救急車を呼ぶ場合な
どのために活用する緊急時の備えの取組を
推進する 

・高齢者、障がい者を対象に、支部社協の取
組として、定期的な情報の更新とともに、
簡易的な見守りを推進する 

社会福祉協議会 

緊急時（災害時など）
に備えた対策 

・避難行動要支援者の避難方法などを定める
個別計画の策定 

・福祉避難所の設置（協定締結）、運営方法の
検討 

市 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

身近な地域での見守りネットワークサ
ービスの創設 

社会福祉 
協議会 

未実施 

（令和３年度） 

8 地域 

（令和９年度） 

避難行動要支援者名簿への同意割合 市 

36％ 

（令和３年度
末） 

50％ 

（令和９年度
末） 
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施策４－２ 安全な暮らしを守る地域環境の形成  

高齢者や障がいのある人などが犯罪の被害にあわないよう、地域での見守り体制の

強化や防犯情報の共有化を図り、地域・学校・家庭などの連携による地域ぐるみの防

犯活動を推進します。 

 
 

○ 日頃から防犯意識を高めましょう。 

○ 向こう三軒両隣の付き合いを大切にしましょう。 

 
 
 

○ 地域での見回りなどにより犯罪を未然に防ぐ活動を行います。 

○ 子どもの通学時などにおける地域での見守り活動を広げます。 

 

【 取組 】 

① 地域の安全な暮らしを守る取組の推進 

事業名 内容 主体 

犯罪のない安心・安
全な地域づくり事業 

・防犯講話、警察などと連携したキャンペー
ン、防災行政無線や北本メールを活用した
犯罪発生抑止対策を実施 

市 

青少年指導委員会巡
回指導・連絡調整情
報交換会議運営事業 

・市内各地域の巡回指導を行う青少年指導委
員会活動への支援を実施 

・活動内容の情報交換を行う連絡調整情報交
換会議を開催し、連携を図る 

市 

消費生活支援 
・悪質な訪問販売、振り込め詐欺などの犯罪

被害の未然防止に向けた啓発 
・相談窓口の周知 

市 

ユニバーサルデザイ
ンの推進 

・公共施設・設備のバリアフリー化 市 

災害ボランティアセ
ンター機能の充実 

・市民を対象に災害ボランティアセンターの
機能やボランティアの役割などを学び、円
滑な運営を行うため災害ボランティアセン
ター立上げ訓練を実施する 

・市民、行政、NPO、企業、関係機関など、多
様な主体との協力体制を構築し、有事にお
ける災害ボランティアセンターの適正運営
に備える 

・災害時の運用に備えて資機材及び防災備蓄
品の保有を推進する 

社会福祉協議会 

 
  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

「安心して暮らすことのできる地域と
感じている」と回答した市民の割合 

市 
62.2％ 

（令和３年度） 

80％ 

（令和９年度） 
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基本目標５ 公民協働による地域福祉を推進する体制づくり 

施策５－１ 重層的な地域福祉ネットワークの構築 

（重層的支援体制整備事業実施計画）  

（１）基本方針 

重層的支援体制整備事業は、高齢、障がい、子ども、生活困窮の分野を超えた多様

な専門職と地域住民などとの協働による包括的な相談支援体制及び課題解決体制を構

築することが目的です。 

重層的支援体制整備事業の目指す地域包括的支援体制の構築は、高齢期の地域包括

ケアシステムをすべての世代に普遍化したものと言えます。地域住民が様々な分野の

活動に参加する機会を確保して、制度の狭間や社会的孤立・排除という課題に対して

も、分野を超えた関係機関と地域の関係者が話し合い、共通の目的を持ちながら課題

を解決し、地域福祉の推進を図ります。 

 

（２）重層的支援体制整備事業において実施する取組 

重層的支援体制整備事業では、制度の縦割りを解消し、相談支援体制を整備し、こ

れまで分野ごとに実施していた、相談・地域づくり事業に、市全体で取り組むため、

①「属性を問わない相談支援」、②「参加支援」、③「地域づくりに向けた支援」の３

つの支援を柱とし、これら３つの支援を一層効果的・円滑に実施するために、④多機

関協働による支援、⑤アウトリーチ等を通じた継続的支援を新たな機能として強化し、

①から⑤までの事業を一体的に実施することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〈事業の提供体制と一体的な連携体制のイメージ〉 

アウトリーチを通じた

継続的支援事業 

包括的相談支援事業 

地域包括センター 

総合相談 

地域サロン 

通いの場 

民生委員・ 

児童委員 

生活支援 

コーディネーター 

障害者相談支援 

事業所 

子ども・子育て 

サポートセンター 
地域ケア会議 

多機関協働事業 
属性を問わない相談支援 

参加支援事業 

福祉委員会活動、地域の

見守りへの参加、ボラン
ティア等 

地域づくり事業 

8050 問題やヤングケアラ

ー、生活困窮者等が複雑
化・複合化した問題 

重層的支援会議 

プラン作成、資源開発・

マッチング定着支援 

多世代交流等、既存の場

が持つ役割の拡張を検討 

引きこもり支援等 

高齢者分野だけでなく、
分野をまたぐ問題 

課題を抱えた住民 

参加 

相談 

相談 
見守りや人と人の 

つながりからの相談 
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① 属性を問わない相談支援 

これまでの高齢者、障がい者、子ども、生活困窮者の相談支援体制を維持しつつ、

複雑・複合化した事例に対応するため、どのような相談も断らない相談窓口を設置し

ます。 

各分野別の相談窓口では、相談者の属性に関わらず、まずは包括的に相談を受け止

め、困りごとや悩み事を丁寧にお聞きし、課題を整理し、支援が必要な方に利用可能

な福祉サービスなどの情報を提供するなど“断らない相談”支援に取り組みます。 

また、受け止めた相談のうち、解決が難しい事例や他分野に係る事例は、支援会議・

重層的支援会議で個別にケース検討をし、適切な相談窓口や各種支援機関と連携を図

りながら支援を行います。 

 

② 参加支援 

参加支援は、ひきこもりの方などを対象に、継続的な見守り支援を通じて関係性を

築く中で地域や社会との関わりに意欲が出てきた人に対し、本人やその世帯のニーズ、

抱える課題などを丁寧に把握した上で、地域の社会資源やサービスをコーディネート

し、マッチングを行い、就労や生産活動の機会、参加の場などを提供し、社会参加に

向けた支援を行います。 

狭間の個別ニーズが既存の社会参加に向けた事業では対応できない場合は、地域に

働きかけ、新たな社会資源を開拓し、また、既存の社会資源に働きかけ、拡充を図り、

本人やその世帯の支援ニーズや状態に合った支援メニューをつくっていきます。 

さらに、マッチングした後に本人の状態や希望に沿った支援が実施できているかフ

ォローアップなどを行い、本人やその世帯と社会とのつながりづくりに向けた支援を

行っていきます。 

 

③ 地域づくりに向けた支援 

地域づくりに向けた支援では、地域資源を幅広く把握した上で、交流・参加・学び

の機会を生み出す活動や人をコーディネートし、世代や属性を超えて住民同士が交流

できる多様な場、居場所、地域活動が生まれやすい地域づくりを推進します。 

また、地域のまちづくりに関わる方、民生児童委員、健康福祉に関わる方、地域福

祉に関わる方などで構成する会議により、表面化された地域の課題を広く地域住民が

認識し共有する中で、より住みやすい地域にするために、不足している地域資源の開

発を支援し、共助による地域づくりを推進していきます。 
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④ 多機関協働による支援 

複数の分野にまたがる課題を抱える個人や世帯に対して、各支援関係機関における

役割分担などのコーディネートを行います。 

また、各支援関係機関等だけでは対応が困難なケースについては、地域ケア会議や

重層的支援会議を開催し、支援プランの作成、評価及び適切性などについて協議を行

います。 

 
 

⑤ アウトリーチ等を通じた継続的支援 

社会や人との関わりが困難な人、長期にわたりひきこもりの状態にあるなど、複雑

化・複合化した支援ニーズを抱えながらも必要な支援が届いていない人に対しては、

アウトリーチ等を通じての継続的な見守り支援を行います。 

民生児童委員協議会、地域福祉コーディネーター、地域住民などから挙げられた個

別のケースや、調査などにより表面化したひきこもりの状態にある方への支援は、法

で定められた支援会議でケース検討を行い、関係機関と連携をとりあって取り組んで

いきます。 

支援の届いていない人に支援を届けるために、支援関係機関や地域の関係者との連

携を通じて情報収集をし、事前調整を行った上で家庭訪問を行い、まずは家族に寄り

添い、時間をかけて本人との信頼関係を築き、必要な支援を届ける取組を進めていき

ます。 
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○ 積極的に福祉情報を取得し、活用しましょう。 

○ 市のホームページ、パンフレットを小まめに確認しましょう。 

○ 身近な相談窓口などの情報を取得しましょう。 

○ 身近で困っている人を相談窓口へつなげましょう。 

○ 地域の各種相談窓口を周知するとともに、必要に応じて活用しましょう。 
   
 

○ 地域の人同士で、福祉制度やサービスに関する情報を共有します。 

○ 回覧板など地域に密着した情報伝達手段を活用し、地域福祉活動の情報を提供

します。 

○ 地域住民に、様々な福祉情報、各種相談窓口を周知するとともに、利用を呼び

かけます。 

○ 障がいのある人や高齢者に配慮した情報伝達を行います。 

 

【 取組 】 

① 重層的支援体制の整備 

事業名 内容 主体 

包括的相談支援事業 
・複雑・複合化した事例に対応するため、ど

のような相談も断らない相談窓口を設置し
ます。 

市 

参加支援事業 
・地域の社会資源やサービスをコーディネー

トし、マッチングを行い、社会参加に向け
た支援を行います。 

市 

地域づくり事業 

・地域資源を幅広く把握し、交流・参加・学び
の機会を生み出す活動や人をコーディネー
トし、地域活動が生まれやすい地域づくり
を推進します。 

市 

多機関協働事業 

・各支援関係機関における役割分担などのコ
ーディネートを行うとともに、対応が困難
なケースについては、地域ケア会議や重層
的支援会議を開催し対応を協議します。 

市 

アウトリーチ等を通
じた継続事業 

・必要な支援が届いていない人に対しては、
アウトリーチ等を通じての継続的な見守り
支援を行います。 

市 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

重層的支援会議開催回数 市 
 

- 

6 回 

（令和９年度） 

  

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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施策５－２ 地域福祉活動の拠点・組織の充実  

多岐にわたる生活課題に対し、地域組織と専門組織が重層的かつ効果的にそれぞれ

の役割を果たすための機能と連携の強化に向けて、地域福祉の中核を担う拠点・組織

の充実、支部社協の活性化、公民館活動との連携強化を図ります。 

     
 

○ 地域での仲間づくりや世代間交流・地域間交流の機会に可能な限り参加しましょう。 

○ 地域や行政が開催するイベントに積極的に参加しましょう。 

○ 地域で過ごす時間を設けるよう工夫しましょう。 

 
 
 

○ 世代や立場、地域を超えた交流の機会を積極的に作ります。 

○ 誰もが気軽に集える場、通いの場を作ります。 

○ 地域の人がどんな交流や場を求めているかを把握します。 

 

【 取組 】 

① 地域福祉の中核を担う拠点・組織の充実 

事業名 内容 主体 

総合福祉センターの
機能強化 

・センターを拠点とした包括的な支援体制の
構築 

・多世代交流事業の実施 
・福祉ニーズとして地域課題に対応するため

のボランティア育成 

市 

各分野の中核組織の
体制強化 
（地域包括支援セン
ター、子育て支援セ
ンター、障がい者相
談支援体制） 
＜再掲＞ 

・各組織の機能向上（専門支援機能、拠点機
能、マネジメント機能、情報発信機能など） 

市 

多機関・多職種によ
る連携強化 

・地域共生に向けた取り組みを行う福祉・医
療の関係者、企業及びその考えに賛同する
個人や団体を幅広く集めたネットワーク会
議「きたもとごちゃまぜの会」を開催する。 

・多様な主体による連携強化から、市民協働
による地域づくりを目指す。 

社会福祉協議会 

地域活動の連携強化 

・地域支え合い活動、子育て支援活動、ボラ
ンティア活動など、地域のさまざまな活動
体の中核となり、定期的な交流会や会議を
開催する。 

・地域が抱える課題を地域で解決できる仕組
みを助長し。既存の地域活動の活用や地域
ニーズに即した新たな活動の創出を推進す
る。 

社会福祉協議会 

市民に協力してもらいたいこと 

地域に協力してもらいたいこと 
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② 支部社協の活性化、公民館活動との連携強化 

事業名 内容 主体 

支部社協の活動支援
と連携強化 

・福祉委員・福祉活動員の手引きを活用した
福祉活動の普及・啓発を行う 

・定期的に福祉委員研修・講演会を行い、支
部活動の活性化を図る 

・会員の増強、支部活動費の交付を行い各支
部での福祉活動を支援する 

・福祉委員による隣近所の日常的な見守り活
動の推進を図る 

社会福祉協議会 

公民館活動と地域福
祉活動の連携 

・公民館を拠点とする地域福祉活動展開 
・北本市コミュニティ協議会との連携強化 
・地域コミュニティ委員会との連携強化 

市 

社会福祉協議会 

コミュニティ協議会
への支援 

・コミュニティ協議会運営に要する費用への
補助金交付 

市 

地域コミュニティ委
員会への支援 

・各地域コミュニティ委員会への活動費支援 市 

 

【 活動目標 】 

項目 主体 現状 目標 

ごちゃまぜの会の開催数 
社会福祉 
協議会 

３回 

（令和３年度） 

３回 

（令和９年度） 
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第５章    計画の推進 
 
 
 

１ 令和５年度から重点的に取り組む事業 

本計画の着実な推進に向けて、次の事業を令和５年度から重点的に取り組む事業と

して位置付けます。  

これらの事業は、庁内外会議、市民アンケート、地域ヒアリングなどから特に強く

挙げられた課題であり、今後の地域福祉を牽引していく取組という観点から設定して

います。 

 

施策 重点事業 

2-1 
地域主体の福祉活動を支える担い手

の確保 
地域ニーズに即した担い手養成講座 

3-1 包括的な相談支援体制の構築 支援体制の連携強化 

3-4 成年後見制度の利用促進 地域連携ネットワークの構築 

4-1 
緊急時に支援を必要とする人の情報

共有 
避難行動要支援者名簿の作成 

5-1 
重層的な地域福祉ネットワークの構

築 
多機関協働事業 
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２ 主体性と協働による計画推進 

（１）市民、地域  

市民一人ひとりが、福祉事業者や社会福祉に関する活動を行う者と協力・連携して、

お互いに支え合う地域づくりが求められています。それは、福祉サービスを必要とす

る市民も含め、地域のあらゆる市民が役割を担い、支え合いながら、自分らしく“日

常生活”を送ることのできる地域社会の実現を目指すものです。 

これらのことを踏まえ、市民、地域、社協、市（県、国）、事業所、企業の連携によ

り、本計画の理念である「育てよう地域の力・ともに創ろう誰もが暮らしやすいまち  

北本」を実現していきます。 

 
 

（２）社会福祉協議会  

地域福祉活動の中心的な団体として、本計画を着実に推進します。  

地域福祉のコーディネーターとしての役割を担い、地域福祉活動への市民参加の促

進、地域やボランティアの自主的・自発的な活動の支援、市民目線に立ったサービス

の研究開発と事業実施を進めます。 

 
 

（３）行政  

社会福祉協議会との連携の下、本計画に掲げる施策を計画的に実施します。  

福祉分野に限らず、保健・医療、生涯学習、防災、都市整備などの分野との連携を

図るとともに、国、県、関係機関とのパイプ役となり、市民の暮らしを良くする地域

福祉を推進します。  

職員は常に市民目線に立ち、市民の信頼を得ながら、ともに知恵を出し合い、“市民

と協働で取り組む職員”の育成に努めます。  
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３ ＰＤＣＡサイクルに基づく計画推進 

（１）計画の普及・啓発活動  

市の地域福祉の方針について、担い手となる市民、地域、事業者、関係団体の理解

を得るため、市や社会福祉協議会の広報やホームページによる多様なＰＲと、あらゆ

る機会を通じ、本計画の周知を図ります。 

 
 

（２）北本市地域福祉推進委員会による進行管理  

ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づく本計画の進行管理は、北本市地域福祉推進委員

会を中心に進めます。  

毎年度、市及び社会福祉協議会が、本計画に掲げた施策の進捗管理を行い、その結

果を基に、北本市地域福祉推進委員会において進捗状況の評価と次年度以降の改善策

を検討します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）市及び社会福祉協議会の推進体制  

市及び社会福祉協議会は、連携して計画を推進するとともに、北本市地域福祉推進

委員会の検討結果に基づき、社会情勢や国の動向なども勘案し、次年度の施策及び事

業予定を検討し、実行します。 

  

業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する 

計画に沿って業務を行う 

策定 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 
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    資料編 
 
 
 

１ ヒアリングからの意見 

（１）地域の団体・組織が福祉活動を行う上で、困っていること・課題 

・「自分は大丈夫」と行政や福祉活動に耳を傾けない方への対処方法。 

・団地住戸内でひきこもったままの方で、連絡のとれない方へのアプロ—チや外出を促す方

法。 

・行事や活動のために仕事を休まなければならないことがあり、新規参加者に参加を勧められ

ない。 

・リーダーとなる人材がいない。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、参加者を集めての活動が中止。 

・担い手、参加者とも互助の思いが強いが、地域に出て来ない住民への支援が課題。 

・活動していたサロンがコロナ禍で活動できなくなった。 

・サロンの担い手が不足。 

・他の団体との連携など気を配ることが多い。 

・近所で騒音問題がある。 

・超高齢化が進んでいる地域なので、何の活動においても消極的。 

・後継者がいないのではなく、育成するための機会（教育や場所）の確保が必要。 

・学校教育段階から後継者育成の機会を持ったり、進学の内申評価などへの反映をしないと人

材増加につながらない。 

・今後コロナが落ち着いたら参加者全員が戻ってくるか心配。 

・１つの部署で取り組むのではなく各課が連携し、自治会を巻き込んで取り組むべき。 

・団体運営の資金が不足しているため、場所の確保が難しい。 

・移動が大変なので、福祉活動に伴う備品や道具類の置き場所を提供してほしい。 

・会長、役員などにあまり関わりを持ちたくない人が多く、リーダーになる人がいない。 

・定年延長、再雇用拡充などで自治会をはじめとした地域活動に対応できる人が見つからな

い。 

 

（２）地域における福祉活動団体や他機関との交流状況やつながり、連

携・協力状況 

・包括センターや民生委員、自治会などの協力状況は良好。 

・UR と暮らしの編集室では、関係構築が進み、今後の地域活性化などにも連携を進めたい。 

・地域とのつながり、行事の交流があり、多機関との意見交換も実施。 

・各自治会単位の老人クラブ、子ども会など、それぞれの自主活動単位の横のつながり、情報

交換の場が不足。 
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・活動状況を発信・報告しているが、理解がうすい。つながることに努力して、協力すること

が大切。 

・夏祭りなど、若い人や子ども達が楽しめる行事が欲しい。他の地区と合同で企画・運営・参

加方法を検討。 

・地区行事や隣接地区との交流が必要。 

・自治会長、民生委員、社協の役員など経験しているため、地区行事などつながりがある。 

・地域でサークルなどのつながりを持つ人もいるが、高齢化が進みそれも限られてくると思

う。 

・市での取組も理解できていないので、もう少し見える化に取り組んでほしい。 

・お互いのリーダーが顔を合わせる場を作り、その場に役所の人が参加することで、段取りや

話の内容が両方に見えてくる。 

・地区の催しに対し参加する人は 20%くらいであまり参加がない。 

・同コミュニティ内の近隣自治会、関係機関とは連絡を取り合っている。 

 

（３）地域課題に取り組むための地域の担い手を増やすために必要なこと 

・若い親世代など小学校、中学校の保護者会などに出向き参加者を募る。 

・地元の企業などの協力や、地域の担い手講座を行い、担い手発掘に努める。 

・自分の生活を優先して活動できる、柔軟性のある活動内容が必要。 

・各自治会の福祉担当者が、夏祭り・体育祭・市民祭などの各行事の機会に参加し、顔を合わ

せる。 

・担い手養成講座の開催。 

・担い手研修に参加しやすい内容、活動の必要性の広報が必用。できることから取り組めるよ

うに、優しく発信することが大切。 

・若い人に活動に参加し、意見を出して欲しい。 

・若い人達が関心のある行事を企画し、研修を通じてつながりを拡げる。 

・子どもたちを巻き込んだ動きをしなければならない。 

・学校教育の一環として、老人ホーム訪問や老人家庭への手伝いなど交流の場を増やすと良

い。 

・自治会の中にボランティア担当やお世話係など役職をつくるのも一つの手である。 

・地域の中で福祉担当がいるが名前だけのような気がする。 

・地域のリーダーの育成と同時に高齢者にも内容を理解してもらう必要。 

・自然災害も考えられるので、どう対応していくか話し合いが必要。 

・本部社協で行われる担い手講座は市役所としての顔が見えないので、地区の自治会などで冊

子やチラシを回すなどして発信が必要。 

・各地域の活動を情報として発信するべき。 

・現役で勤めている人も対応できるように、自治会などリーダーに対する依頼業務の削減を考

えるべき。 

 

（４） その他、地域福祉の推進に必要かと思われる内容などについて 

・「有償ボランティア」の増員。 

・地域共生社会の創設に向けた情報交換会の実施。 
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・高齢者だけではなく、子ども、障がい、貧困の分野などでのネットワークの創設。 

・情報交換ができる集いの場。 

・福祉のシステムを知り、現場につなげ、利用者が増加し、福祉に満足し感謝できる地域づく

りが必要。 

・社会福祉協議会などに配置されている福祉委員の活動をもう少し地域に密着できるように工

夫する。 

・働く意欲や、いきいきとした活動の場を数多くつくることにより地域活性化にもつながる。 

・サロンなど開催して、社協の方と顔見知りになれたら相談も増えるのではないか。 

・小さい街なので、行政と市民が一体となってできることはたくさんあると思う。 

・地球環境問題や CO2 問題、災害などもう少し真剣に取り組むべき。 

・防災無線を上手に使ってほしい。 

・買い物難民や交通難民のために気軽に運んでくれる乗り物を考えるべき。タクシーやバスの

一律料金など。 

・民生委員と自治会の関係が希薄。 

・民生委員の任期が 3 年間なのは長すぎる。 

 

 

 

  



 
84 

 

２ アンケート結果（一部抜粋） 

（１） 地域で助け合い・支え合いの輪を広げていくために、特に必要

だと思うこと。 

「気軽に相談できる体制をつくること」の割合が55.1％と最も高く、次いで「地域

に住む人同士が互いに理解し合い、助け合おうという意識を深めること」の割合が

48.5％、「支援を必要とする人やそのニーズを把握できるようにすること」の割合が

48.4％となっています。 

平成28年度調査と比較すると、「支援を必要とする人やそのニーズを把握できるよ

うにすること」「助け合い・支え合い活動に対する、行政の側面的支援を充実させるこ

と」の割合が増加しています。一方、「市民自らが日ごろから地域のつながりをもつよ

うに心がけること」の割合が減少しています。 

  

 

  

％

市民自らが日ごろから地域のつながりをもつよ

うに心がけること

地域に住む人同士が互いに理解し合い、助け

合おうという意識を深めること

自治会が中心となって市民同士の交流などの

地域活動を積極的に実施すること

自治会が中心となって地域における助け合い・

支え合いの仕組みを整備すること

地域の福祉団体やボランティア、ＮＰＯの活動

が充実すること

支援を必要とする人やそのニーズを把握できる

ようにすること

助け合い・支え合い活動に対する、自治会やコ

ミュニティ委員会、社会福祉協議会支部などの

団体の側面的支援を充実させること

助け合い・支え合い活動に対する、行政の側面

的支援を充実させること

気軽に相談できる体制をつくること

その他

特に必要と思うことはない

無回答

37.0

48.5

12.1

15.0

16.8

48.4

25.6

41.8

55.1

2.1

3.5

0.7

42.2

47.9

16.0

17.8

16.0

37.4

23.1

33.8

52.0

1.4

2.8

2.3

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）
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（２） 地域の助け合いに必要なこと 

「市民と行政が協力し合い、ともに取り組むべきである」の割合が57.8％と最も高

く、次いで「地域の人が互いに協力し、住みやすい地域にしていくべきである」の割

合が22.8％、「人にできるだけ頼らず、自分でできることは自分でやるべきである」

の割合が13.3％となっています。 

平成28年度調査と比較すると、「市民と行政が協力し合い、ともに取り組むべきで

ある」の割合が増加しています。一方、「地域の人が互いに協力し、住みやすい地域に

していくべきである」の割合が減少しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３） 必要な市や社会福祉協議会からの支援 

「地域活動に関する情報を市民に発信する」の割合が45.4％と最も高く、次いで「地

域住民がお互いに支え合うための機会や仕組みをつくる」の割合が30.3％、「地域活

動に関する相談や拠点となる場所を確保する」の割合が27.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人にできるだけ頼らず、自分でできることは自分でやるべきである

地域の人が互いに協力し、住みやすい地域にしていくべきである

市民と行政が協力し合い、ともに取り組むべきである

行政が面倒を見るべきである

その他

無回答

回答者数 =

令和３年度調査 909

平成28年度調査 915

13.3

14.1

22.8

32.1

57.8

48.7

4.2

3.5

1.0

1.0

1.0

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

％

地域活動に関する情報を市

民に発信する

地域活動に関する相談や拠

点となる場所を確保する

地域住民がお互いに支え合

うための機会や仕組みをつく

る

事業者に対し、ボランティア

休暇制度の普及・啓発を行う

ボランティア研修などを開催

し、地域活動を担う人材を養

成する

子どもが地域活動に親しむ機

会を増やす

その他

無回答

45.4

27.4

30.3

7.9

12.9

16.8

2.1

6.7

46.8

22.7

29.4

7.2

13.3

16.1

2.2

9.6

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）
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（４） 今も参加している、または、過去に参加したことのある地域活動団体 

「自治会」の割合が48.7％と最も高く、次いで「いずれも参加していない」の割合

が28.1％、「ＰＴＡ」の割合が24.9％となっています。 

平成28年度調査と比較すると、「趣味や娯楽のサークル」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 今後、地域で支え合う活動に参加したいか 

「積極的に参加したい」と「できる範囲で参加したい」を合わせた“参加したい”

の割合が43.0％、「あまり参加したくない」と「参加したくない」を合わせた“参加

したくない”の割合が32.3％となっています。また、「わからない」の割合が22.1％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

％

趣味や娯楽のサークル

自治会

育児サークル

子ども会

ＰＴＡ

老人クラブ

ボランティア団体、ＮＰＯ

コミュニティ委員会

社会福祉協議会支部

社会福祉団体

地域サロン

いずれも参加していない

無回答

17.3

48.7

4.0

23.9

24.9

2.6

4.5

6.5

4.4

1.3

3.9

28.1

2.2

23.8

48.2

4.0

23.3

25.7

4.2

6.4

8.2

4.8

0.9

3.1

29.6

1.1

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）

積極的に参加したい できる範囲で参加したい あまり参加したくない

参加したくない わからない 無回答

回答者数 =

令和３年度調査 909

平成28年度調査 915

1.4

1.7

41.6

37.3

23.7

19.6

8.6

9.8

22.1

29.0

2.6

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（６） 地域活動に参加する上で、支障になること 

「忙しくて時間がとれない」の割合が45.7％と最も高く、次いで「健康や体力に自

信がない」の割合が21.1％、「人間関係がわずらわしい」の割合が18.8％となってい

ます。 

平成28年度調査と比較すると、「人間関係がわずらわしい」の割合が増加していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 成年後見制度の認知度 

「制度名は聞いたことはあるが、内容までは知らない」の割合が36.9％と最も高く、

次いで「制度名も、内容も知っている」の割合が31.2％、「制度名も、内容も知らな

い」の割合が29.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

特に支障はない

忙しくて時間がとれない

健康や体力に自信がない

人間関係がわずらわしい

経済的負担が大きい

家族の理解がない

興味の持てる活動が見つか

らない

地域活動に関する情報がな
い

その他

無回答

15.3

45.7

21.1

18.8

3.3

1.1

13.3

13.0

3.1

2.0

15.0

46.4

22.5

13.4

4.3

1.3

14.6

14.9

3.4

3.8

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）

回答者数 =

　 909 31.2 36.9 29.9 2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度名も、内容も知っている

制度名は聞いたことはあるが、内容までは知らない

制度名も、内容も知らない

無回答
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（８） 成年後見制度の利用意向 

「いまのところわからない」の割合が52.8％と最も高く、次いで「利用したいと思

うが、難しいと思う」の割合が20.5％、「積極的に利用したいと思う」の割合が17.4％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 生活困窮者自立支援制度の認知度 

「制度名は聞いたことはあるが、内容までは知らない」の割合が54.6％と最も高く、

次いで「制度名も、内容も知らない」の割合が36.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 北本市の包括的な相談窓口の認知度 

「知っている」の割合が12.0％、「知らない」の割合が87.0％となっています。 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 909 8.0 54.6 36.4 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度名も、内容も知っている

制度名は聞いたことはあるが、内容までは知らない

制度名も、内容も知らない

無回答

知っている 知らない 無回答

回答者数 =

　 909 12.0 87.0 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

積極的に利用したいと思う 利用したいと思うが、難しいと思う

利用したくない いまのところわからない

無回答

回答者数 =

　 909 17.4 20.5 6.3 52.8 3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（11） ふだんの暮らしで困っている時にしてもらいたいこと 

「特にない」の割合が39.5％と最も高く、次いで「災害時の手助け」の割合が34.2％、

「安否確認の声かけ」の割合が16.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

安否確認の声かけ

話し相手

ごみ出し

家の周りの掃除

ちょっとした家事（電気器具の

交換など）

ちょっとした買い物

外出の付き添い（通院など）

短時間の子どもの預かり

保育園、幼稚園などの送迎

子育て、介護などの相談

困りごとの相談

ひとり暮らし高齢者などの見

守り

災害時の手助け

その他

特にない

無回答

16.5

5.5

5.5

5.0

3.1

3.4

2.6

4.2

1.8

6.4

12.7

14.3

34.2

2.1

39.5

3.1

16.1

5.9

4.8

5.1

3.5

3.2

3.0

3.8

2.0

5.9

11.8

12.9

33.3

2.1

41.3

1.4

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）
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（12） ご近所に困っている人がいる時、あなたができること 

「安否確認の声かけ」の割合が48.6％と最も高く、次いで「災害時の手助け」の割

合が44.6％、「話し相手」の割合が23.4％となっています。 

平成28年度調査と比較すると、「ひとり暮らし高齢者などの見守り」の割合が減少

しています。 

 

  

％

安否確認の声かけ

話し相手

ごみ出し

家の周りの掃除

ちょっとした家事（電気器具の

交換など）

ちょっとした買い物

外出の付き添い（通院など）

短時間の子どもの預かり

保育園、幼稚園などの送迎

子育て、介護などの相談

困りごとの相談

ひとり暮らし高齢者などの見

守り

災害時の手助け

その他

特にない

無回答

48.6

23.4

16.8

14.4

7.9

14.7

4.4

5.3

3.2

4.5

10.2

15.4

44.6

2.3

16.0

2.0

45.0

26.4

16.1

15.0

8.3

16.4

5.8

6.1

3.0

5.6

10.1

20.9

41.6

2.1

17.5

1.5

0 20 40 60 80 100

令和３年度調査

（回答者数 = 909）

平成28年度調査

（回答者数 = 915）
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（13） 災害などで緊急に避難する際の支援 

「ふだんから、自分で備えておくことが最も大切」の割合が55.4％と最も高く、次

いで「地域と行政が協力して取り組むことが最も大切」の割合が26.0％となっていま

す。 

平成28年度調査と比較すると、「ふだんから、自分で備えておくことが最も大切」

の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（14） 「ヤングケアラー」という言葉の認知度 

「言葉も内容も知らない」の割合が46.1％と最も高く、次いで「言葉も内容も知っ

ている」の割合が35.9％、「言葉は知っていたが、内容までは知らない」の割合が

14.5％となっています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふだんから、自分で備えておくことが最も大切

隣近所や自治会など、地域で取り組むことが最も大切

プライバシーがあるため、行政で取り組むことが最も大切

地域と行政が協力して取り組むことが最も大切

そうした取り組みは必要ない

その他

無回答

回答者数 =

令和３年度調査 909

平成28年度調査 915

55.4

49.9

9.4

12.8

6.1

4.4

26.0

30.5

0.4

0.3

0.7

0.4

2.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

　 909 35.9 14.5 46.1 3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

言葉も内容も知っている

言葉は知っていたが、内容までは知らない

言葉も内容も知らない

無回答
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３ 用語解説 

 

 

 用 語 解 説 

あ
行 

アウトリーチ 

 

支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に

対し、行政や支援機関等が積極的に訪問して情報・

支援を行うこと。 

アセスメント 

 

生活支援に活用できる地域内の社会資源を把握した

り、地域の生活支援ニーズを把握すること。 

ＳＮＳ 

 

“Social Networking Service ”の略称で、登録さ

れた利用者同士が交流できるウェブサイトの会員制

サービスのこと。 

ＮＰＯ 社会的な活動をする民間の非営利組織。 

ＮＰＯ法人 民間非営利団体のうち、法的な人格を認めた特定非

営利活動法人のこと。 

か
行 

核家族 家族形態のひとつで具体的には、「夫婦のみの世帯」

「夫婦と未婚の子のみの世帯」「ひとり親と未婚の

子のみの世帯」のいずれかの形態を指す。 

協議体 地域の各種団体で構成される協議会として位置付

け、地域で起こっている福祉に関する問題、課題を

解決する場、情報交換の場となる。 

共生社会 さまざまな状況や状態の人々がすべて分け隔てなく

包摂され、支え手側と受け手側に分かれることなく

共に支え合い、多様な個人の能力が発揮されている

活力ある社会。 

協働 多様な主体同士が共通の目的に向かって、お互いに

対等な立場で連携・協力すること。 

ゲートキーパー 自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩

んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要

な支援につなげ、見守る）を図ることができる人の

こと。 

権利擁護 認知症、知的障害、精神障害など判断能力が十分で

ない人の生活・権利を守るため、自ら主張できるよ

うに支援すること。成年後見制度は、その一つであ

る。 
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 用 語 解 説 

合計特殊出生率 その年の15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を

合計したもので、一人の女性がその年の年齢別出生

率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当

する。 

更生保護 犯罪をした人や非行のある少年を社会の中で適切に

処遇することにより、その再犯を防ぎ、非行をなく

し、これらの人たちが自立し改善更生することを助

ける取り組み。 

高齢化率 65歳以上の人口が総人口に占める割合のこと。 

心のバリアフリー さまざまな心身の特性や考え方を持つすべての人た

ちが、相互に理解を深めようとコミュニケーション

を取り、支え合うこと。 

子ども食堂 地域のボランティアが主体となり、無料または低価

格帯で子どもたちに食事を提供するコミュニティの

場。 

子どもの貧困 経済的状況や世帯状況に起因する困難な状況によ

り、子どもたちの成長段階のさまざまな経験や機会

が失われること。 

コロナ禍 新型コロナウイルス感染症が招いた危機的・災厄的

な状況のこと。社会的・政治的・経済的な混乱・不

安・損失等を総称した言葉。 

さ
行 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

 

災害ボランティアセ

ンター 

災害発生時に、被災者の生活支援と被災地の復旧支

援を目的に活動するボランティアの拠点としてコー

ディネートを行う。 

再犯防止推進計画 犯罪をした者等が、社会において孤立することなく

再び地域社会の一員として生活を送れるよう更生支

援等を行うための施策を盛り込んだ計画。 

サロン 身近な場所で気軽に集まり、楽しくふれあいを深め

て交流することができる活動の場。 

自主防災組織 災害時に備え、災害を未然に防止し、または被害を

軽減するために、地域住民が連携・協同して自主的

に設置し、地域で活動する組織。 

社会福祉法 社会福祉サービスの基礎をなす法律で、社会福祉の

目的や理念、原理等を盛り込み、社会福祉事業の範

囲や社会福祉の基礎構造に関する規定が定められて

いる。 

住民参加 行政の意思決定過程に住民が加わることであり、特

に、地方自治体への参加を指して使われる。 
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 用 語 解 説 

障害福祉計画 障害者総合支援法に基づく市の計画で、障がい者そ

れぞれの日常生活の自立・社会的自立を支える自立

支援給付及び地域生活支援事業に関する事項を示す

計画。 

自立支援協議会 障害があっても住みやすい地域を作るため、ライフ

ステージに応じた課題について、支援に関わる者が

協議・連携・協働するために設置される機関。 

生活困窮者 生活困窮者自立支援法第３条第１項に定める「就労

の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の

事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活

を維持することができなくなるおそれのある者」。 

制度の狭間 既存の制度には合致せず、使える制度がない、もし

くはあっても不十分な状態。 

成年後見制度 財産を管理したり、介護等のサービスや施設への入

所に関する契約を結んだりする必要がある場合、認

知症、知的障害、精神障害等の理由で判断能力の不

十分な人を保護し支援するための制度。 

セーフティネット 生活することが困難な状態に陥った場合に援助した

り、そうした事態になることを防止する仕組み。 

た
行 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

第三者評価 社会福祉法人等の事業者や利用者以外の中立的な第

三者機関が、事業者の提供する福祉サービスを専門

的かつ客観的な立場から総合的に評価するもので、

福祉サービスを利用する方々への情報提供、及び事

業者のサービスの質の向上を図るため、その結果を

公表している。 

地域ケア会議 地域包括支援センターや在宅介護支援センターを中

心に、保健師や地区社会福祉協議会、民生委員・児

童委員等で組織され、情報交換を行い、要援護にな

りうる高齢者に対するサービスの総合調整を行うた

めの仕組み。 
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 用 語 解 説 

地域共生社会 制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」

という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体

が 「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世

代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民

一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っ

ていく社会のこと。平成28年６月に閣議決定された

「ニッポン一億総活躍プラン」において地域共生社

会の実現が盛り込まれており、今後の福祉改革を貫

く「基本コンセプト」と位置づけられている。 

地域コミュニティ 地域住民が生活している場所、すなわち消費、生産、

労働、教育、医療、遊び、スポーツ、芸能、祭りな

どに関わり合いながら、住民相互の交流が行われて

いる地域社会、あるいはそのような住民の集団を指

す。 

地域生活課題 福祉サービスを必要とする地域住民及びその世帯が

抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは

要支援状態となることの予防又は要介護状態若しく

は要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、

保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福

祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの

孤立その他の福祉サービスを必要とする地域住民が

日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機

会が確保される上での各般の課題。 

地域福祉活動計画 地域福祉計画と連携・協働し、地域住民及び福祉・

保健等の関係団体や事業者が、地域福祉推進に主体

的に関わるための具体的な活動の計画であり、社会

福祉協議会が中心となり策定する。地域住民やボラ

ンティア、当事者などが主体的に参加し、地域社会

を基盤にして進めていく地域福祉を、どのように推

進していくかをまとめたもの。 

地域包括ケアシステ

ム 

誰もが住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続ける

ため、医療・介護・予防・住まい・生活支援サービ

スが切れ目なく提供される仕組み。 

地域包括支援センタ

ー 

市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主

任介護支援専門員等を配置して、地域で暮らす高齢

者の介護や福祉、医療、健康、認知症のことなど、

さまざまな面から総合的に支えるため、必要な援助

を行う相談窓口。 
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 用 語 解 説 

な
行 

日常生活自立 適切な生活習慣の形成を促すため、適切な身だしな

みに関する指導や助言等を行うこと。 

日常生活自立支援事

業 

 

判断能力が不十分なため、適切な福祉サービスを受

けることが困難な高齢者等に対して契約に基づき、

福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理等を行

い、地域で自立した生活が送れるよう支援する事業。 

認知症 いったん正常に発達した知能が、脳の病的な変化に

より低下し、日常生活上あるいは社会生活上支障を

きたした状態をいう。代表的なものとして、アルツ

ハイマー型認知症、脳血管性認知症、レビー小体型

認知症、前頭側頭型認知症がある。症状としては、

認知機能障がい（物忘れなど）、精神症状・行動障

がい（幻覚、妄想、徘徊など）、神経症状（パーキ

ンソン様症状など）などがみられる。 

認知症高齢者 高齢期における脳の広範な器質的障がいにより、獲

得されている知能が低下していく「認知症症状」を

示している高齢者のこと。認知症には「アルツハイ

マー型認知症」や脳血管障がいによる「脳血管性認

知症」などがある。 

認知症サポーター 認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく

見守る応援者のことであり、認知症サポーター養成

講座を受講した人を認知症サポーターと呼んでい

る。 

は
行 

8050問題 80代前後の高齢の親が50代前後のひきこもりの子ど

もの生活を支える問題。 

バリアフリー 障がい者や高齢者などが日常生活を送る上での妨げ

となる、さまざまな障壁（バリア）を取り除くこと。

もとは段差や仕切りの解消などを指したが、現在で

は、意識や各種制度などあらゆる面において、社会

参加を困難にするものを取り除くこととして用いら

れる。 

ひきこもり 「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」

（厚生労働省、平成22年５月19日公表）で定義され

る「様々な要因の結果として社会的参加（義務教育

を含む就学、非常勤職を含む就労、家庭外での交遊

など）を回避し、原則的には６か月以上にわたって

概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わら

ない形での外出は除く）を指す現象概念」。 
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 用 語 解 説 

避難行動要支援者 災害が発生したときまたは災害が発生する恐れがあ

るときに、自ら避難することが困難な要配慮者であ

って、円滑・迅速な非難のために特に支援が必要な

人。 

ＰＤＣＡサイクル 計画（plan）、実行（do）、評価（check）、改善

（action）のプロセスを順に実施し、最後の

action では check の結果から、最初の plan の内容

を見直して、次回の plan に結び付ける。このらせ

ん状のプロセスを繰り返すことによって、継続的な

業務改善活動を推進するマネジメント手法。 

福祉避難所 主として要配慮者を滞在させることを想定し、災害

対策基本法施行令に規定された避難所。 

フードドライブ 家庭や企業等から食べきれない食品を集め、その食

品を必要とする個人や団体に寄付する活動。 

フードバンク 品質に問題がないにもかかわらず市場で流通できな

くなった食品、家庭で食べきれない食品を受入れた

後の、保管や活用先のマッチングを行う活動。 

フードパントリー 支援が必要な家庭、何らかの理由で十分な食事を取

ることができない人々に、食品を無料で配布する活

動。 

ボランティアセンター 社会福祉協議会内に設置されている機関で、ボラン

ティアを希望する人を登録し、ボランティアを必要

とする人とのコーディネートを行っている。 

ま
行 

民生委員・児童委員 民生委員は、厚生労働大臣から委嘱された特別職の

地方公務員であり、児童委員も兼ねる。支援が必要

な人の相談に応じ、市や関係機関へ橋渡しする支援

等を行っている。また、児童委員の中から、関係機

関等と児童委員とのつなぎ役となる主任児童委員が

指名されている。 

メンタルヘルス 精神面における健康のこと。精神的健康、心の健康、

精神保健、精神衛生等と称される。 

や
行 

ヤングケアラー 家族にケアを必要とする人がいる場合に、大人が担

うようなケア責任を引き受け、家事や家族の世話、

介護、感情面のサポート等を行っている18歳未満の

子ども。 

有償ボランティア 少額の報酬を伴うボランティア活動のことで、地域

通貨や時間預託等とともに普及してきている。 
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 用 語 解 説 

ユニバーサルデザイ

ン 

 

年齢や性別、身体の状況等に関わらず、誰もが安全

に使いやすくわかりやすい暮らしを実現するため

に、物や環境、サービス等を設計段階からデザイン

すること。「バリアフリー」が既にある障害（バリ

ア）を解消することであるのに対し、「ユニバーサ

ルデザイン」は、最初から障害（バリア）を作らな

いようにすること。 

要配慮者 

 

災害対策基本法に基づく、高齢者、障害のある人、

乳幼児等、防災上特に配慮を要する人。 

 

 

 


